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【凡例】 

  新規事業            ＝  新規   (新) 

  拡充事業            ＝  拡充   (拡) 

  実施計画事業        ＝  計画   (計) 

    アクション04事業    ＝  Ａ04  (Ａ04) 

    協働事業       ＝  協働   (協) 

 

 

＊ 各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しています。 

＊ 各表の構成比は、項目単位で四捨五入しているため合計と合わない

ことがあります。 

＊ 施設等の名称は、仮称のものを含みます。 
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Ⅰ 16 年度予算のあらまし  

１ 予算の編成方針 

背　　景

●待機児童解消緊急対策 ●介護保険施設整備の充実 ●重点地区への支援

●児童館機能の拡充 ●痴呆性高齢者グループホーム ●区民防災意識の啓発

　整備助成

●子育て支援協働モデル事業 ●痴呆デイサービス事業拡充 ●公園の活性化と見守り体制

　の創設 　の強化

●次世代育成支援計画の策定 ●介護予防の推進 ●吸い殻や放置自転車のない

　まちづくり

●子ども読書活動の推進 ●就業や地域の支え合い活動 ●区有施設の耐震調査

　の支援

「新宿新時代の創造」に向け区民と共に歩む区政の実現を目指す

　　○　着実に成果をあげてきた財政健全化への取組み

　　○　「一定の改善」を示す、平成12～14年度の決算

　　○　厳しい財政環境、減収（先行き不透明な経済状況）、

　　　　国・都補助金等の見直しの動き（歳入構造の変化）

施　　　策　　　の　　　重　　　点　　　化

少子・高齢社会への対応 安全で安心なまちづくり

　　資源の適正な再配分

（財源配分・組織・人員配置の
　　見直しなど）

　　　不　断　の　改　革

（職員定数削減・委託化推進・
　　経費縮減など）

多様な活動主体との協働

（ 区 民 ・ NPO など ）
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２ 予算の規模 

 

○ 16 年度の一般会計の予算規模は、1,101 億円で、前年度に比べ 63 億円、6.1％の増と

なりましたが、7年度と 8年度に借入れた減税補てん債（72 億円）の借換え分を除いた、

実質の予算規模は、1,029 億円で、前年度に比べ９億円、0.9％の減となっています。 

 

○  歳出では、義務的経費が 673 億円で、減税補てん債の借換えの影響により、54 億円、

8.8％の増ですが、公債費から借換え分を除いた実質的な増減では、職員給与費など人

件費の減により、18 億円、2.9％の減となっています。また、投資的経費は、第二分庁

舎建設経費などの減により、2億円、3.7％の減となり、特別会計への繰出金や基金積立

金の増などにより、一般事業費が 11 億円、2.8％の増となっています。 

  

     

　公債費に借換償還経費を含む 　借換債を除く
人件費 △ 17 億円 △ 17 億円
扶助費 8 億円 8 億円
公債費 63 億円 △ 9 億円
(計　義務的経費 54 億円） (△ 18 億円）
投資的経費 △ 2 億円 △ 2 億円
一般事業費 11 億円 11 億円
合　　　計 63 億円 △ 9 億円

性 質 別 歳 出 の 状 況

 

 

○ 歳入のうち財政調整基金繰入金を除いた一般財源は、特別区税が 8億円の減となりま

したが、特別区債 72 億円、地方消費税交付金 7 億円の増などにより、前年度に比べ 78

億円の増となりました。特別区債の増は減税補てん債の借換えに伴うものであるため、

これを除くと、6億円の増となります。 

また、地方消費税交付金の増は、主に、払込み時期の年度差違の影響を受けたもので 

あり、安定的な増の要因によるものではありません。 

  

○  景気は緩やかな回復の兆しが見られるものの、先行きはまだ不透明です。 

また、国庫補助負担金の一般財源化の動きなど、区財政を取り巻く環境は、予断を 

許さない状況にあります。 
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特別区債に借換債発行を含む 　借換債を除く
特別区税 △ 8 億円 △ 8 億円
配当割交付金 1 億円 1 億円
株式等譲渡所得割交付金 1 億円 1 億円
地方消費税交付金 7 億円 7 億円
特別区債 72 億円 0 億円
その他 5 億円 5 億円
合　　　計 78 億円 6 億円

一 般 財 源 の 状 況

 

 

○  一般会計と特別会計を合わせた単純合計は、1,763 億円で、前年度に比べ 5.4％の増

となっています。 

   

表１　各会計総括表

　　　　         単位：百万円，％

　　 区　　　　　　　分 　 16年度 　 15年度 　 増減額 　 増減率

  一     般     会     計 110,117 103,814 6,303 6.1

国民健康保険特別会計 27,875 26,740 1,135 4.2

老 人保健特別 会計 23,622 23,401 221 0.9

介 護保険特別 会計 14,731 13,293 1,438 10.8

    合　  　　　　　計    176,345 167,248 9,097 5.4
 

   

表２　一般会計の推移

　　　     単位：百万円，％

区　　　分 　  12年度 　  13年度 　  14年度 　  15年度 　  16年度

予  算  額 114,306 114,061 105,666 103,814 110,117

伸  び  率 6.3 △ 0.2 △ 7.4 △ 1.8 6.1
 

 

   

表３　国及び都の一般会計との比較

　　　　　             単位：億円，％

区　　　分 　   16年度 　   15年度 　   増減額 　   増減率

新   宿   区 1,101 1,038 63 6.1

東   京   都 57,080 57,295 △ 215 △ 0.4

国 821,109 817,891 3,218 0.4
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３ 財源対策 

 

○ 16 年度予算では、15 年度に引き続き人件費の削減や施設管理経費の節減などの内部

努力をはじめとする行財政改革を進め、25 億円の経費削減などを行いました。 

 

 

         経費の削減  

     人件費の削減           ８億円 

     行財政改革計画による事業見直し  ７億円 

     その他の見直し         １０億円 

        合    計       ２５億円 

（注）一般財源ベース 

 

○ その結果、財政調整基金を充当する財源不足額は、７億円となっています。前年度に

比較して、7億円少なくなっています。 

経済状況は、企業部門を中心として明るい兆しが見られるものの、雇用や所得など家

計部門では引き続き厳しい環境にあり、区税収入等の伸びを期待できる状況ではありま

せん。一方、区では、老朽化が進む区有施設の更新や少子高齢社会へ的確に対応するた

めの経費など、今後も多くの財政需要が想定されるところです。限られた資源を効果的

かつ効率的に活用するために、行財政改革に不断に取り組んでいくことが必要です。 

 

        財源不足額  

歳  出            １,１０１億円（Ａ） 

   

歳  入 （財政調整基金を除く） １,０９４億円（Ｂ） 

 

財源不足額               ７億円（Ａ－Ｂ） 
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４ 行財政改革等の取り組み 

 

○  高齢者在宅サービスセンターや特別養護老人ホームの経営改善、事業の民間委託や退

職不補充により職員定数の削減を行うとともに、施設管理運営経費の削減など事務事業

の見直しを行いました。 

 

事務事業の見直しなどによる経費削減（一般財源ﾍﾞｰｽ）

・職員数削減による人件費 809 百万円

・行財政改革計画による事業見直し 670 百万円

・その他事業見直し 1,020 百万円

合計 2,499 百万円

①　区議会関係 11 百万円

・区議会議員報酬の一部返上 7 百万円

・議会運営等 4 百万円

②　内部努力 1,328 百万円

・区長等特別職の給料の一部返上 5 百万円

・職員数削減による人件費 809 百万円

・施設管理運営経費など 514 百万円

③　事務事業等の見直し 373 百万円

・高齢者在宅サービスセンター経営改善 247 百万円

・特別養護老人ホーム経営改善 162 百万円

・高齢者作業所開設、収集作業非常勤化等 △ 106 百万円

・高齢者福祉手当など 70 百万円

④　受益者負担の適正化 187 百万円

・がん検診等の一部自己負担 15 百万円

・道路占用料等の改定 163 百万円

・自転車返還手数料 9 百万円

⑤　区有財産の有効活用 600 百万円

・淀橋第二小学校跡地土地信託配当収入 456 百万円

・土地建物貸付収入 144 百万円  
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○  15～16 年度の「行財政改革計画」の計画期間（２か年）で総額 51 億円の経費削減な

どを行いました。 

17 年度以降も、次期の行財政改革計画を策定し、不断の改革に取り組んでいきます。 

    

   

　(単位：百万円)

　削減等の合計 2,606 2,499 5,105

　区議会関係 29 11 40

　内部努力 1,726 1,328 3,054

　事務事業の見直し 353 373 726

　受益者負担の適正化 23 187 210

　区有財産有効活用 475 600 1,075

　　職員数削減の状況

　行財政改革計画等 101
人

120
人

221
人

　区 　　　　　　         分

合計

合計

行財政改革計画等による経費削減等の状況（一般財源ベース）

15年度 16年度

15年度 16年度

　区 　　　　　　         分
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【参考】第三次実施計画の財政フレームとの比較 

・ 昨年 2 月に作成した第三次実施計画の 16 年度財政フレームと、16 年度予算を比較

します。 

   

　        単位：百万円

(a)実施計画
16年度ﾌﾚｰﾑ

(b)16年度予算
(b)-(a)
比　　較

75,639 75,939 300

特 別 区 税 34,394 34,059 △ 335

歳 特 別 区交 付金 19,937 20,049 112

そ の 他 21,308 21,831 523

35,690 33,433 △ 2,257

国 庫 支 出 金 16,543 15,691 △ 852

都 支 出 金 6,155 5,953 △ 202

入 特 別 区 債 46 0 △ 46

そ の 他 12,946 11,789 △ 1,157

111,329 109,372 △ 1,957

69,531 67,260 △ 2,271

人 件 費 32,037 30,467 △ 1,570

歳 扶 助 費 24,993 24,138 △ 855

公 債 費 12,501 12,655 154

38,036 38,363 327

5,290 4,494 △ 796

出 7,899 7,926 27

112,857 110,117 △ 2,740

1,528 745 △ 783

（注）一般財源は、財政調整基金繰入金を除く。

財 源 不 足 額

一 般 事 業 費

投 資 的 経 費

計画事業費（再掲）

合　　　　計

一 般 財 源

特 定 財 源

合　　　　計

義 務 的 経 費

 

 

・ 全体として、財政調整基金繰入金を除く歳入が 19 億円の減となりましたが、歳出

でも 27 億円の減となったため、財源不足額が 8億円縮小しています。 

 

・ まず、歳入面では、フレームでは区民税で区民所得等の伸びを 15 年度ベースから

1.0%の減として見込みましたが、15 年度税制改正の影響等により 3億円の減となった 
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一方、特別区交付金が 1億円の増、また、地方消費税交付金などの伸びにより、その 

他の一般財源が 5億円の増となりました。 

 

・ 特定財源は国・都支出金が 11 億円の減となり、繰入金などの減により、その他の

特定財源も 12 億円の減となりました。 

 

・ 歳出面では、義務的経費が職員定数削減などによる人件費の 16 億円の減と、扶助

費の減などにより、23 億円の減となりました。 

 

・ 一般事業費は、他会計繰出金の増などにより 3億円の増となりました。 

 

・ 投資的経費は主に、実施計画事業の実績により、8億円の減となりました。 
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５ 施策の重点化と予算編成の取り組み 
  

○ 少子高齢社会、安全で安心なまちづくりなど、現下の重要課題に果敢に

取り組みます。 

 

○ 区民、ボランティア・ＮＰＯ団体など多様な主体との協働による新しい

公共社会の実現に向け、区有施設等を活用し、協働事業の創出や既定事業

に協働の手法を取り込むなど、協働に取り組む分野の拡大と協働の裾野を

広げます。 

 

○ 今年度から導入した、各部ごとの事業（ｱｸｼｮﾝ 04事業）経費枠を活用し、

各部が自主的・自律的に、事業の創設や再構築に取り組むことで、各部の

経営管理能力を高めるとともに、現場職員の知恵や創意工夫を生かします。 

 

○ 限られた財源の適正な再配分を図るため、これまでの決算実績などを踏

まえた見直しを行い、見直した財源を新たな需要に充当します。 

 

○ 施設更新需要などに柔軟に対応していくため、都市整備基金、高齢者福

祉施設建設基金、区民センター建設基金を統合し、新たに社会資本等整備

基金を創設します。 

 

○ 職員定数の削減や民間委託の推進など、不断の改革に取り組み、行財政

のスリム化と効率的な区政を推進します。 

 

○ 財務会計・文書管理等システム開発や総合行政情報ネットワークの導入

など、ＩＴへの取り組みを進めるとともに、情報セキュリティ対策を強化

します。 

 

○ 区政の透明性を高めるため、情報発信、情報提供を充実します。 
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計 画 事 業 166 事業 79 億円

(158 事業 67 億円）

新 規 事 業 78 事業 17 億円

(65 事業 18 億円）

拡 充 事 業 79 事業 80 億円

(61 事業 49 億円）

ｱ ｸ ｼ ｮ ﾝ 04 事 業 26 事業 2 億円

※事業数・金額は重複しています。（　）内は、平成15年度の数値です。

※ｱｸｼｮﾝ04事業の15年度事業はありません。

計画・新規・拡充・ｱｸｼｮﾝ04　事業

 
   

○ 主な新規事業や拡充事業などについては、次のとおりです。 
※（計）は計画事業、（新）は新規事業、（拡）は拡充事業、（協）は協働事業、 

(A04)はｱｸｼｮﾝ 04事業を示しています。  

 

高齢社会への対応

・　痴呆性高齢者グループホーム整備助成 （計） (新) 20,000 千円

・　高年齢者就業支援事業への助成 （計） （拡） 26,195 千円

・　在宅介護支援センターの充実 （計） （拡） 179,398 千円

・　老人保健施設建設事業助成 （計） 198,000 千円

・　高齢者地域支え合い活動の推進 (新) （協） (A04) 4,564 千円

・　介護予防トレーニング教室 (新) (A04) 14,315 千円

・　ホームページのバリアフリー化 （新） (A04) 3,150 千円

少子高齢社会への対応
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子育て支援体制の充実

・　待機児童解消緊急対策 (計) （新） 122,365 千円

・　原町みゆき保育園開設 (計) （新） 301,578 千円

(計) （新） 7,395 千円

・　児童館の再編成 （計） （新） 137,284 千円

・　下落合保育園仮園舎整備 （計） （新） 108,040 千円

・　子ども読書活動の推進 （計） （新） 722 千円

(計) （拡） 228,676 千円

・　ファミリー・サポート事業の充実 (計) （拡） （協） 11,581 千円

・　地域子育て支援事業 （計） （拡） 12,391 千円

・　プレｲパーク活動への支援 （新） （協） (A04) 624 千円

・　子育て仲間づくり事業 　 （新） （協） (A04) 340 千円

・　北山伏子育て支援協働モデル事業 （新） （協） (A04) 6,223 千円

・　区民とつくる子育て情報局 （新） （協） (A04) 4,656 千円

・　次世代育成支援計画の策定 （新） 4,352 千円

・　延長保育利用
　　（24時間保育の新規実施等）

・　児童館の再編成
　（民間学童クラブ運営費等助成）

 

 

教育の充実

・　戸塚・大久保地区中学校仮校舎整備 (計) （新） 99,041 千円

・　外国人英語教育指導員の配置 （計） （拡） 27,585 千円

（計） （拡） 32,314 千円

・　コンピュータ利用教育の推進 （計） （拡） 147,263 千円

・　中学校普通教室等の空調化 （計） （拡） 210,951 千円

・　地域学校協力体制の整備 （新） （協） (A04) 13,000 千円

・　子どもの居場所づくり （新） （協） (A04) 4,000 千円

（拡） 48,845 千円

・　小・中連携教育実践協力校 （拡） 476 千円

・　特色ある学校づくり
　　（総合的な学習の時間拡充等）

・　教育センターの管理運営
　　（教育相談等充実）
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障害者の自立と地域生活支援

・　障害者地域生活支援センターの設置 （計） （拡） 7,120 千円

・　生活実習所の充実 （計） （拡） 164,382 千円

・　障害者福祉の手引の発行 　 （新） 3,004 千円

・　障害者計画の推進 （新） 1,227 千円

・　知的障害者通所授産施設の開設 （新） 38,452 千円

・　障害者位置探索システム利用助成 （新） 200 千円

・　心身障害者通所訓練事業 （拡） 97,853 千円

（拡） 201,095 千円
・　障害者福祉センターの管理運営
　　（給食ｻｰﾋﾞｽの充実）  

 

区民の健康づくり

・　健康づくりインターネット相談 （計） （新） 3,392 千円

・　アレルギー疾患等健康相談事業 （計） （拡） 1,669 千円

・　元気館の運営 （計） 88,639 千円

・　禁煙支援の推進 （新） （協） (A04) 2,246 千円

・　予防接種 （拡） 217,440 千円

・　がん検診（ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨｰ検査の導入） （拡） 483,097 千円

・　歯周疾患検診 （拡） 22,458 千円

・　健康相談事業（日曜健診、がん検診回数増） （拡） 35,540 千円

・　精密検査事業 （拡） 96,699 千円  
 

清潔で美しいまち

・　ポイ捨て防止ときれいなまちづくりの推進 （計） （拡） 23,394 千円

・　繁華街クリーンアップ作戦 （拡） 41,793 千円

・　道路の清掃 （拡） 139,891 千円

・　大久保・百人町地区の環境美化対策 （協） (A04) 8,082 千円

安全で安心なまちづくり
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快適で暮らしやすいまち

・　放置自転車対策の推進 （計） （新） （拡） 261,077 千円

・　みんなで考える身近な公園の整備 （計） （新） （協） 8,270 千円

・　人とくらしの道づくり （計） （拡） （協） 2,400 千円

・　道路の改良 （計） （拡） 248,034 千円

（新） （協） 2,416 千円

（新） （協） (A04) 6,935 千円

・　新宿中央公園活性化プラン 　 （新） （協） (A04) 35,259 千円

・　まちづくり事業の支援 （新） (A04) 4,000 千円

・　外国語版生活情報紙の発行 （新） (A04) 4,980 千円

・　街路灯の維持管理（照度ｱｯﾌﾟ） （拡） 139,572 千円

・　人と猫との調和のとれたまちづくり （拡） 3,558 千円

・　安全で安心して暮らせるまちづくりの推進
　　（重点地区支援）

・　地域課題への取組み

 
 

災害に強いまち

・　橋りょうの震災対策 （計） （拡） 32,507 千円

・　路面下空洞調査 （計） （拡） 16,205 千円

・　木造住宅密集地区整備促進 （計） 86,877 千円

・　災害用トイレの整備 （計） 15,967 千円

 ・　防災思想の普及（家具転倒防止器具取付等） （新） (A04) 7,376 千円

・　建築物耐震化支援（耐震診断補助事業） （新） (A04) 11,059 千円

・　災害時の動物救護体制の整備 （新） （協） (A04) 17,521 千円

（拡） 15,954 千円
・　備蓄倉庫等の維持管理
　　（避難所配備ろ水機の更新）  

 

児童・生徒の安全対策

・　教育施設の震災対策 （計） （拡） 417,234 千円

・　学校安全対策（学校安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙの推進） （新） （協） (A04) 3,000 千円

・　学校安全対策（犯罪被害防止啓発冊子の作成） （新） 427 千円

・　中学校生徒の救急救命講習 （拡） 300 千円  
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環境にやさしいまち

・　環境学習情報センターの整備 （計） （新） （協） 26,742 千円

・　資源回収の推進（ﾘｻｲｸﾙ活動団体支援拡充） （計） （拡） 584,340 千円

・　環境基本計画の推進（環境白書の発行） （計） 700 千円

・　ごみ性状調査 （新） 8,115 千円  
 

緑とうるおいあるまち

（計） （拡） （協） 4,276 千円

（計） （拡） （協） 4,266 千円

・　やすらぎの散歩道整備 （計） （拡） 2,136 千円

・　サポーター制度による街路樹再整備 （計） （拡） （協） 2,294 千円

（計） （協） 1,802 千円

・　緑化意識の啓発（みどりの協力員制度発足）

・　空中緑花都市づくり
　（建築物緑化ﾓﾆﾀｰ制度導入）

・　生き物の生息できる環境づくり
    （ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟづくりの推進）  
 

にぎわいと魅力のあるまち

（計） （拡） （協） 2,417 千円

（計） （拡） 22,101 千円

（計） 963,000 千円

　西新宿八丁目成子地区 （計） 611,700千円

　西新宿六丁目西第７地区 （計）   61,900千円

　西新宿六丁目西第６地区 （計） 287,300千円

　新宿三丁目東地区 （計）    2,100千円

・　観光施策の推進（観光市場調査等） （新） （協） (A04) 2,400 千円

・　まちづくり懇談会の運営 （新） 721 千円

・　まちづくり施策検討資料の作成 （新） 5,217 千円

・　新宿駅東口の整備推進
　　（駅周辺地区整備計画策定）

・　神楽坂地区整備推進
　　（案内ｻｲﾝの作成・設置）

・　市街地再開発事業助成

 

 

元気あふれる商工業のまち

・　ふれあい元気あふれる商店街支援事業 （計） （拡） 63,030 千円  
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・　キラメキ個性ある商店街づくり支援事業 （計） 75,073 千円

・　ベンチャー企業道場しんじゅく （新） 3,500 千円

（拡） 1,387,799 千円
・　融資資金の貸付等
 （創業資金拡充、技術・事業革新資金創設等）  
 

協働推進の仕組みづくり

・　ボランティアコーナーの設置 （新） （協） (A04) 2,356 千円

・　協働推進基金の設置 （新） （協） (A04) 3,690 千円

・　協働支援会議の運営 （新） （協） 1,015 千円

・　町会・自治会等活性化への支援 （新） （協） 856 千円  
 

透明性の高い区政

・　区政情報センターの運営 （計） （拡） 3,530 千円

・　事業別行政コスト計算書の作成 （計） 8,264 千円

・　庁舎窓口環境の整備 （新） (A04) 3,660 千円

・　ビデオ広報等の製作 （拡） (A04) 9,344 千円

（新） (A04) 6,476 千円

・　区政モニター活動 （拡） 1,466 千円

・　電子会議室の運営 300 千円

・　男女共同参画推進センターの蔵書更新及び
　　データの電子化

資源の適正な再配分と不断の改革

 

ＩＴの導入と事務の効率化

・　区公共施設保全計画の推進 （計） （新） 34,196 千円

・　財務会計・文書管理等システムの導入 （計） 433,523 千円

・　都市計画情報の電子化 （新） (A04) 2,699 千円

・　滞納整理支援システムの導入 （新） 22,170 千円

・　総合行政ネットワークシステムの推進 （新） 16,580 千円  
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行財政改革の推進

（拡） （協） 5,037 千円

・　外郭団体の経営分析及び経営改善調査委託 （新） 9,450 千円

・　児童指導業務委託 （計） （新） 93,119 千円

・　社会福祉事業団の事務改善 （新） 35,911 千円

・　高齢者作業所の開設 （新） 81,128 千円

・　知的障害者通所授産施設の開設 （新） 38,452 千円

（拡） 20,575 千円

・　職員保養所（晴山荘）廃止 （新） 1,161 千円

・　職員研修の充実
　　（公共政策研修、自己啓発講座等充実）

・　行財政改革の推進
　　（補助金等審査委員会の運営など）

 
 

 

資源の配分見直しと有効活用

基金の再編
（社会資本等整備基金の創設）

都市整備基金、高齢者福祉施設建設基金、
区民センター建設基金の廃止・統合
　※平成15年度補正対応

授産場の廃止と
高齢者作業所の開設

授産場を廃止し、シルバー人材センターが運営する
高齢者作業所を開設

廃園後の北山伏保育園の協働
モデル事業

区民と区が協働して取り組む子育て支援事業の拠点

組織・人員配置の見直し 健康部創設、清掃事務所の統合、収入役室組織再編

保育園の建設事業助成 下落合保育園の民設民営への移行

環境学習情報ｾﾝﾀｰの設置と
指定管理者委託

区民ギャラリーの２階を活用した、環境ＮＰＯ等の活動
拠点整備

職員手当の見直し
退職時の名誉昇給の見直し、通勤手当の支給方法
見直し、時間外勤務手当の削減、既存予算の見直し

 

 

 

                18



 

6 今後の対応について 

 

○  平成 16 年度予算は、「新宿新時代の創造」に向け、区民と共に歩む区

政の実現を目指す予算と位置付け、重点施策を「少子高齢社会への対応」

及び「安全で安心なまちづくり」の 2 つに集約するとともに、行財政改

革を推進し、限られた資源の適正な再配分と各部の自主事業経費枠を活

用した協働への取り組みを進め、より効果的かつ効率的な区政運営の実

現を図ることをテーマとして編成しました。 

 

○  一方、我が国経済は、企業部門を中心に景気回復の兆しが見られるも

のの、依然として、雇用や所得の環境は厳しい状況にあります。 

  16 年度予算では、地方消費税交付金や駐車場整備基金返還金などの一時

的な増がありますが、区の歳入の基幹である特別区税は、先行減税など

の影響により減となっています。 

 

○  また、国と地方の税財政改革（三位一体改革）の一部が実施される予

定ですが、税財源の地方移譲については過渡的な対応とされていて、改

革の全貌が見えないため、現時点では、区財政への影響が計れません。 

東京都も財政再建に向けて新たな一歩を踏み出そうとしており、今後、

都補助金も変動する可能性があります。 

 

○  16 年度予算では、総合的な子育て支援や介護予防などの高齢者対策、

安全で安心して暮らせるまちづくりの推進などの充実に加え、特別出張

所等区民施設の建設に伴う設計、中学校統合新校仮校舎の整備、保育園

の建替えに伴う仮園舎整備、区有施設の耐震調査、など本体経費が後年

度となる事業にも着手しています。 
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○ こうした、将来の財政需要に備えるために、基金の再編を行うとともに、

15 年度２月補正予算も含め、基金充当の抑制と着実な積み立てを行い、       

基金残高の確保を図っています。 

 

○  また、15 年度の事業別行政コスト分析の結果を踏まえた取り組みを進

めるとともに、16 年度も引き続き、他事業についてのコスト分析に取り

組みます。 

 

○  今後とも、行政情報を幅広く積極的に提供し、区政の透明性を高める

なかで、多様な活動主体との連携により共生と協働のまちづくりを推進

していきます。 

 

○ さらに、16 年度は第四次実施計画と次期行財政改革計画の策定に着手

し、施策の重点化と不断の改革により、効果的かつ効率的な区政運営を

推進します。 

 

○  区財政を取り巻く環境は予断を許さない状況が続いていますが、引き

続き健全な財政運営を指向しつつ、区民の皆さんとともに新宿新時代の

創造に向かって歩んでいきます。 

 

○  議会並びに区民の皆さんのご理解、ご協力をよろしくお願いします。 
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Ⅱ 財政構造  

１ 区財政の状況 

 

○ 区財政の状況は、12～14年度の決算で実質単年度収支が三年連続で黒

字になるなど、一定の改善を示しています。 

そして、行財政改革の効果などにより、16 年度予算においても、前年

度に引き続き財源不足額の縮小を図ることができました。 

ただし、16年度は地方消費税交付金や駐車場整備基金返還金等が一時

的な増要素であることに留意する必要があります。 

16年度の区民税は先行減税などの影響により、８億円の減となってい

ます。 

景気動向は緩やかな回復の兆しが見られるものの、先行きはなお不透

明です。 

また、国と地方の税財政制度改革（三位一体改革）は、現時点でその

全貌が明らかになっていないため、区財政への影響を予測することがで

きません。今後とも、税財政制度の変更にともなう一般財源の動向に、

十分注意していかなければなりません。 

    老朽化が進む施設の更新や大規模な改修、少子高齢社会への的確な対

応、障害者福祉や生活保護にかかる扶助費、など今後の財政運営上避け

て通れない課題が眼前に控えています。 

こうした課題に柔軟に対応できる財政構造を目指し、今後とも不断の

行財政改革を進めていくことが肝要です。 

 

（１）  歳出と一般財源のギャップ 

財政調整基金繰入及び減税補てん債の借換え額を除く一般財源は、地

方消費税交付金や駐車場整備基金返還金の一時的な増により、前年度に

比べ６億円の増となっています。 
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一方歳出でも、減税補てん債の借換え償還分を除いた実質では、職員

給与費など人件費の減により義務的経費が18億円の減となるなど、前年

度に比べ9億円の減となり、歳出と一般財源のギャップは、342億円で、

特別区税と同程度の額にあります。 

 

表４　歳出総額と一般財源の推移 単位：億円

区 分 62年度 3年度 8年度 9年度 10年度11年度12年度13年度14年度15年度 16年度

歳出総額 817 1,391 1,193 1,037 1,069 1,084 1,093 1,101 1,018 1,038 1,101

一般財源【注2】 614 874 711 698 712 681 753 776 733 681 687

うち特別区税 408 486 351 390 381 350 344 356 355 348 341

減税補てん債借
換え額

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 7

歳出と一般財源
の差【注3】

203 517 482 339 357 403 340 325 285 357 342

      【注】昭和62年度、平成3年度、平成8年度～平成14年度は決算額、平成15年度、平成16年度は当初予算額

      【注2】ここでは、財政調整基金の繰入金と減税補てん債の借換え分を除く一般財源

      【注3】ここでは、歳出総額から減税補てん債の借換え分を除いた差
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（２）  減少傾向にある特別区債残高 

16年度の公債費は127億円となっています。前年度に比較して63億

円の増となっていますが、減税補てん債の借換え分72億円を除いた実質

の公債費は55億円となっています。 

起債残高については、投資的経費などの抑制と元金償還の進捗により、

6年連続で減少する見込みです。 

  

表５　特別区債の推移 単位：億円

区 分 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

各年度末残高 414 523 546 554 532 505 475 437 397 366

うち減税補てん債等 86 130 163 175 177 180 181 181 180 181

公債費 21 27 40 52 55 63 65 67 64 127

うち減税補てん債借
換え分を除いた額 21 27 40 52 55 63 65 67 64 55

      【注】平成７年度～平成14年度は決算額、平成15年度、平成16年度は見込み額  
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             性質別歳出と一般財源の推移           単位:億円 
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（３） 基金 

基金については、計画事業の着実な推進、施策の水準維持や一般財源

の不足額の補てんなどに活用しています。 

区施設や都市基盤整備の将来需要に備えるために、区民センター建設

基金、高齢者福祉施設建設基金、都市整備基金を統合し、社会資本等整

備基金とすることで、福祉施設整備や都市基盤整備などの社会資本の整

備に広く充当できるようにしました。 

    しかし、今後の施設更新等の財政需要を考えますと、義務教育施設整

備基金や社会資本等整備基金の 16 年度末の残高見込みでは十分な対応

ができないことが予想されます。 

今後とも、区有財産の活用等の収入を義務教育施設整備基金や社会資

本等整備基金へ積み立て、基金残高の確保に努めていきます。 

財政調整基金の16年度末見込みは、15年度末の109億円より7億円

減の102億円を見込んでいます。 

行財政の構造改革を図る中で、財源不足額の縮小を目指していきます。 

 

 

表６　基金残高の推移 単位：百万円

区 分 13年度末 14年度末 15年度末 16年度積立 16年度繰入 16年度末

財政調整基金 7,760 9,482 10,985 2 △ 745 10,242

減債基金 6,284 6,688 5,598 4 △ 1,000 4,602

区民ｾﾝﾀｰ建設基金 284 785 0

高齢者福祉施設建設基金 1,238 1,532 0

都市整備基金 2,379 1,863 0

社会資本等整備基金 ― ― 3,949 561 △ 608 3,902

義務教育施設整備基金 634 1,884 2,312 567 △ 211 2,668

定住化基金 6,356 5,549 4,726 0 △ 861 3,865

その他特定目的基金 2,320 2,387 2,383 2 △ 426 1,959

基 金 残 高 合 計 27,255 30,170 29,953 1,136 △ 3,851 27,238

【注１】平成13年度、平成14年度は決算額、平成15年度、平成16年度は見込み額
【注２】区民ｾﾝﾀｰ建設基金、高齢者福祉施設建設基金、都市整備基金は平成15年度末で廃止、
　　　　社会資本等整備基金に再編  
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               基金残高と特別区債残高           単位:億円 
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２ 平成 16年度一般会計歳入予算 

 

（１） 一般財源 

 

○ 区 税 

 区税は 16年度の経済見通しを参考にしつつ、直近の収入実績を基礎に

総額で341億円、前年度に比較して8億円、率にして2.2%の減と見積も

りました。これは、特別区民税が税制改正や引き続きの減税の影響等に

より６億円の減となったことなどによるものです。 

    

○ 特別区交付金 

都区財政調整に基づく特別区交付金については、調整税の動向及び事

業進捗等による増減を見込んだ結果、前年度とほぼ同額の 200 億円とな

りました。 

    

  ○ 地方消費税交付金 

     前年度に比較して７億円増の80億円と見積もりましたが、これは、主

に払込み時期の年度差違の影響によるものです。 

 

○ 配当割交付金及び株式等譲渡所得割交付金 

いずれも平成15年度の税制改正に伴う新設の費目ですが、それぞれ約

１億円、合わせて２億円と見積もりました。 

       

○ 特別区債（減税補てん債） 

平成７年度及び８年度分の減税補てん債の借換債を 72 億円計上した

関係で、前年度に比較して72億円増の82億円となっています。 

 

○ 財政調整基金 

財政調整基金については、一般財源の補てんとして７億円取り崩しま

す。昨年度と比較すると7億円の減となりました。 
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（２） 特定財源 

 

○ 国庫支出金 

都市再開発計画費補助金２億円の増や国民健康保険制度に係る基盤安

定費負担金１億円の増などにより、前年度に比較して８億円増の 157 億

円となりました。 

 

○ 都支出金 

清掃事業臨時特例交付金 2 億円の減、参議院議員選挙費１億円の増や

基盤安定費負担金１億円の増などの結果、総額60億円で、前年度とほぼ

同額となっています。 

 

○ 特定目的基金 

特定目的基金の取り崩しについては、減債基金の11億円の減などによ

り、全体では、前年度に比較して17億円減の27億円となりました。 

【内訳】 減債基金    10 億円 社会資本等整備基金  ６億円 

  定住化基金  ９億円 義務教育施設整備基金 ２億円 

 

○ 特別区債 

充当該当事業がないことから、特定財源としての特別区債は計上して

いません。 

 

○ その他 

使用料及び手数料は、道路占用料等の改定に伴う２億円の増が寄与し、

前年度に比較して２億円の増となっています。 

諸収入においては、道路復旧費（受託事業収入）の１億円の減などの

結果、前年度に比較して１億円の減となりました。 

 

 

27 



表７  一般会計歳入財源別総
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括表
単位:百万円

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

財源内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

34,059 30.9% 34,820 33.5% △ 761 △2.2%

(33.1%)

642 0.6% 586 0.6% 56 9.6%

(0.6%)

一 478 0.4% 544 0.5% △ 66 △12.1%

(0.5%)

120 0.1% 120 皆増

(0.1%)

75 0.1% 75 皆増

(0.1%)

般 7,962 7.2% 7,222 7.0% 740 10.2%

(7.7%)

660 0.6% 611 0.6% 49 8.0%

(0.6%)

2,570 2.3% 2,622 2.5% △ 52 △2.0%

(2.5%)

財 20,049 18.2% 20,041 19.3% 8 0.0%

(19.5%)

8,243 7.5% 1,038 1.0% 7,205 694.1%

(1,015) (1.0%) (△23) (△2.2%)

1,081 1.0% 626 0.6% 455 72.7%

(1.1%)

源 75,939 69.0% 68,110 65.6% 7,829 11.5%

(68,711) (66.8%) (601) (0.9%)

745 0.7% 1,403 1.4% △ 658 △46.9%

(0.7%)

76,684 69.6% 69,513 67.0% 7,171 10.3%

(69,456) (67.5%) (△57) (△0.1%)
　 1,920 1.7% 1,946 1.9% △ 26 △1.3%

(1.9%)

特 4,586 4.2% 4,399 4.2% 187 4.3%

(4.5%)

15,691 14.2% 14,928 14.4% 763 5.1%

(15.3%)

定 5,953 5.4% 5,967 5.7% △ 14 △0.2%

(5.8%)

2,220 2.0% 2,282 2.2% △ 62 △2.7%

(2.2%)

財 2,688 2.4% 4,347 4.2% △ 1,659 △38.2%

(2.6%)

0 0.0% 27 0.0% △ 27 皆減

(0.0%)

源 375 0.3% 405 0.4% △ 30 △7.4%

(0.4%)

33,433 30.4% 34,301 33.0% △ 868 △2.5%

(32.5%)

110,117 100% 103,814 100% 6,303 6.1%

(102,889) (100%) (△925) (△0.9%)

※(  )内は借換債を除く数値 構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

特別区交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

特別区税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

減税補てん債

その他

小計

財政調整基金繰入金

合 計

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

その他

合 計

合 計

都支出金

諸収入

繰入金 

特別区債
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表７  一般会計歳入財源別総括表
単位:百万円

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

財源内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

34,059 30.9% 34,820 33.5% △ 761 △2.2%

(33.1%)

642 0.6% 586 0.6% 56 9.6%

(0.6%)

一 478 0.4% 544 0.5% △ 66 △12.1%

(0.5%)

120 0.1% 120 皆増

(0.1%)

75 0.1% 75 皆増

(0.1%)

般 7,962 7.2% 7,222 7.0% 740 10.2%

(7.7%)

660 0.6% 611 0.6% 49 8.0%

(0.6%)

2,570 2.3% 2,622 2.5% △ 52 △2.0%

(2.5%)

財 20,049 18.2% 20,041 19.3% 8 0.0%

(19.5%)

8,243 7.5% 1,038 1.0% 7,205 694.1%

(1,015) (1.0%) (△23) (△2.2%)
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※(  )内は借換債を除く数値 構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
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３ 平成 16年度一般会計歳出予算 

 

（１） 目的別 

 

○ 「健康でおもいやりのあるまち」では、老人保健施設建設等事業助成

や高齢者在宅サービスセンターの管理運営などの減があるものの、居宅

介護支援費や保育所への保育委託、国民健康保険特別会計への繰出金な

どの増により0.1%の増となりました。 

 

○ 「ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち」では、区民センター管理

運営費や中学校屋内運動場・プール整備などの減があるものの、小学校

の震災対策や義務教育施設整備基金積立金などの増により0.5%の増とな

りました。 

 

○ 「安全で快適な、みどりのあるまち」では、掘さく道路復旧事業や西

新宿六丁目西第７地区再開発事業助成などの減があるものの、西新宿八

丁目成子地区再開発事業助成や借上区営住宅共同施設整備費等補助事業

などの増により4.6%の増となりました。 

 

○ 「にぎわいと魅力あふれるまち」では、工業活性化支援事業などの減

があるものの、商工業資金貸付やポイ捨て防止ときれいなまちづくりな

どの増により4.6%の増となりました。 

 

○ 「身近な環境に配慮した、地球にやさしいまち」では、環境学習情報

センターの整備などの増があるものの、収集車両等の更新や収集車両の

雇上げなどの減により4.9%の減となりました。 

 

○ 「構想の推進のために」では、減税補てん債の借換えに伴う公債費の

増により 33.4%の大幅な増となっていますが、借換え分を除きますと、

社会資本等整備基金積立金などの増があるものの、区債の元金償還金な
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どの減により6.4%の減となります。 

 

（２） 性質別 

 

○ 「義務的経費」では、職員数の削減や給与改定（引き下げ）等による

職員給の 17 億円の減が寄与し、人件費は、17 億円、率にして 5.3%の減

となりました。 

扶助費は、障害者居宅介護等支援費 4 億円の増や保育所への保育委託

3億円の増などにより9億円、率にして3.7%の増となりました。 

公債費については、72 億円の減税補てん債借換えに伴い 63 億円、率

にして 98.5%の大幅な増となっていますが、借換え分を除きますと、9

億円、率にして14.9%の減となります。 

義務的経費全体では、54 億円、率にして 8.8%の増となっていますが、

借換え分を除きますと、18億円、率にして2.9%の減となります。 

 

○ 「投資的経費」では、西新宿八丁目成子地区再開発事業助成の増など

により補助事業費が5億円、率にして78.1%の増となりました。 

単独事業費は、小学校の震災対策や下落合保育園仮園舎整備などの増

があるものの、第二分庁舎の建設や老人保健施設建設等事業助成などの

減により7億円、率にして18.0%の減となり、投資的経費全体では、2億

円、率にして3.7%の減となりました。 

 

○ 「一般事業費」では、施設管理運営費の減等による物件費などの減が

あるものの、淀橋第二小学校跡地の活用に伴う土地信託配当金や東京都

駐車場整備基金貸付金返還金などの社会資本等整備基金及び義務教育施

設整備基金への積み立てによる積立金の増、国民健康保険特別会計等 3

特別会計への繰出金の増などにより、11億円、率にして2.8%の増となり

ました。 
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表８  一般会計歳出目的別総括表
単位:百万円

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

計画内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

51,289 46.6% 51,254 49.4% 35 0.1%
(49.8%)

15,313 13.9% 15,230 14.7% 83 0.5%
(14.9%)

9,564 8.7% 9,143 8.8% 421 4.6%
(9.3%)

2,109 1.9% 2,016 1.9% 93 4.6%
(2.0%)

7,633 6.9% 8,025 7.7% △ 392 △4.9%
(7.4%)

24,209 22.0% 18,146 17.5% 6,063 33.4%
(16,981) (16.5%) (△ 1,165) (△6.4%)
110,117 100% 103,814 100% 6,303 6.1%
(102,889) (100%) (△925) (△0.9%)

※(  )内は借換債を除く数値 構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

表９  一般会計歳出性質別総括表 単位:百万円

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

性質別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

67,260 61.1% 61,844 59.6% 5,416 8.8%
(60,032) (58.3%) (△ 1,812) (△2.9%)

  30,467 27.7% 32,188 31.0% △ 1,721 △5.3%
(29.6%)

24,138 21.9% 23,281 22.4% 857 3.7%
(23.5%)

12,655 11.5% 6,375 6.1% 6,280 98.5%
(5,427) (5.3%) (△ 948) (△14.9%)
4,494 4.1% 4,669 4.5% △ 175 △3.7%

(4.4%)
1,231 1.1% 691 0.7% 540 78.1%

(1.2%)
3,263 3.0% 3,978 3.8% △ 715 △18.0%

(3.2%)
38,363 34.8% 37,301 35.9% 1,062 2.8%

(37.3%)
  20,508 18.6% 20,864 20.1% △ 356 △1.7%

(19.9%)
1,347 1.2% 1,285 1.2% 62 4.8%

(1.3%)
5,340 4.8% 5,074 4.9% 266 5.2%

(5.2%)
1,135 1.0% 632 0.6% 503 79.6%

(1.1%)
1,286 1.2% 1,315 1.3% △ 29 △2.2%

(1.2%)
8,597 7.8% 7,981 7.7% 616 7.7%

(8.4%)
150 0.1% 150 0.1% 0 0.0%

(0.1%)

110,117 100% 103,814 100% 6,303 6.1%

(102,889) (100%) (△ 925) (△0.9%)

※(  )内は借換債を除く数値 構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

健康でおもいやりのある
まち
ともに学ぶ、文化とふれ
あいのあるまち
安全で快適な、みどりの
あるまち
にぎわいと魅力あふれる
まち

    義  務  的  経  費

人 件 費

Ⅴ

Ⅵ

身近な環境に配慮した、
地球にやさしいまち

構想の推進のために

維 持 補 修 費

扶 助 費

公 債 費

    投  資  的  経  費

補 助 事 業 費

予 備 費

    歳       出        合        計

    合                           計

補 助 費 等

貸 付 金

積 立 金

繰 出 金

単 独 事 業 費

    一  般  事  業  費

物 件 費
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表８  一般会計歳出目的別総括表
単位:百万円

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

計画内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

51,289 46.6% 51,254 49.4% 35 0.1%
(49.8%)

15,313 13.9% 15,230 14.7% 83 0.5%
(14.9%)

9,564 8.7% 9,143 8.8% 421 4.6%
(9.3%)

2,109 1.9% 2,016 1.9% 93 4.6%
(2.0%)

7,633 6.9% 8,025 7.7% △ 392 △4.9%
(7.4%)

24,209 22.0% 18,146 17.5% 6,063 33.4%
(16,981) (16.5%) (△ 1,165) (△6.4%)
110,117 100% 103,814 100% 6,303 6.1%
(102,889) (100%) (△925) (△0.9%)

※(  )内は借換債を除く数値 構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

表９  一般会計歳出性質別総括表 単位:百万円

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

性質別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

67,260 61.1% 61,844 59.6% 5,416 8.8%
(60,032) (58.3%) (△ 1,812) (△2.9%)

  30,467 27.7% 32,188 31.0% △ 1,721 △5.3%
(29.6%)

24,138 21.9% 23,281 22.4% 857 3.7%
(23.5%)

12,655 11.5% 6,375 6.1% 6,280 98.5%
(5,427) (5.3%) (△ 948) (△14.9%)
4,494 4.1% 4,669 4.5% △ 175 △3.7%

(4.4%)
1,231 1.1% 691 0.7% 540 78.1%

(1.2%)
3,263 3.0% 3,978 3.8% △ 715 △18.0%

(3.2%)
38,363 34.8% 37,301 35.9% 1,062 2.8%

(37.3%)
  20,508 18.6% 20,864 20.1% △ 356 △1.7%

(19.9%)
1,347 1.2% 1,285 1.2% 62 4.8%

(1.3%)
5,340 4.8% 5,074 4.9% 266 5.2%

(5.2%)
1,135 1.0% 632 0.6% 503 79.6%

(1.1%)
1,286 1.2% 1,315 1.3% △ 29 △2.2%

(1.2%)
8,597 7.8% 7,981 7.7% 616 7.7%

(8.4%)
150 0.1% 150 0.1% 0 0.0%

(0.1%)

110,117 100% 103,814 100% 6,303 6.1%

(102,889) (100%) (△ 925) (△0.9%)

※(  )内は借換債を除く数値 構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

健康でおもいやりのある
まち
ともに学ぶ、文化とふれ
あいのあるまち
安全で快適な、みどりの
あるまち
にぎわいと魅力あふれる
まち

    義  務  的  経  費

人 件 費

Ⅴ

Ⅵ

身近な環境に配慮した、
地球にやさしいまち

構想の推進のために

維 持 補 修 費

扶 助 費

公 債 費

    投  資  的  経  費

補 助 事 業 費

予 備 費

    歳       出        合        計

    合                           計

補 助 費 等

貸 付 金

積 立 金

繰 出 金

単 独 事 業 費

    一  般  事  業  費

物 件 費
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Ⅲ アクション04事業
 アクション04事業 単位：千円

事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

少子高齢社会への対応
                           ９事業
（少子 ６事業・高齢 ３事業）

 

北山伏子育て支援協働モデ
ル事業

＜福祉部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　6,223千円

6,223 0
新規

協働

  北山伏保育園廃園後の施設を活用し
　た協働による子育てを支える取組み
　への支援
　 広く区民の参加を呼びかけ、ワークショップ等
　 の実施により、具体的な子育て支援事業の提案
　 を受け、活動内容を決定
　 子育て支援協働モデル事業への助成等

区民とつくる子育て情報局

＜福祉部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　4,656千円

4,656 0
新規

協働

  区民との協働による子育てに関する
　総合的なポータルサイトの構築
　 区民の子育てグループ等によるサイトの
　 作成及びＷｅｂサイトを活用した子育て
　 に関する情報収集・発信等の運用を支援
　 Ｗｅｂサイト作成講習会・ワークショップの
　 実施
　 Ｗｅｂサイト導入・運用管理に対する助成等

プレイパーク活動への支援

＜福祉部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　　624千円

624 0
新規

協働

  区内の公園でプレイパーク活動を行
　うボランティア・ＮＰＯ団体との協
　働により、児童が安心して遊べる環
　境づくりを促進
　 プレイリーダー報酬の一部を助成
　 2団体

子育て仲間づくり事業

＜福祉部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　　340千円

340 0
新規

協働

  子育てに関する地域住民同士による
　支え合い活動への支援
　 榎町児童センターのソーシャルワーカーを
　 活用し、社会福祉協議会との連携のもと、
　 子育てに関するサロン活動を支援
　 「子育てサロンを考えるつどい」等子育て
　 サロンに関する普及啓発講座の開催等

地域学校協力体制の整備

＜教育委員会＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　 13,000千円

13,000 0
新規

協働

  地域単位の協働による教育力向上を目
　指し、地域の幼稚園・小中学校が連携
　し、教員・司書・保育士等地域の有資
　格者を活用した交流授業等を実施
　 中学校区を基本とする11地区がそれぞれ
   取組みを推進
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 アクション04事業 単位：千円

事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

子どもの居場所づくり

＜教育委員会＞

アクション04事業枠充当一般財源
                      4,000千円

4,000 0
新規

協働

  各中学校とその学区域内の小学校をブ
　ロックとして、スクールコーディネー
　ター・学校長・ＰＴＡ代表で構成する
　「子どもの居場所づくり運営委員会」
　を組織し、放課後や土・日曜日に、学
　校施設を活用した子どもの居場所づく
　り活動を実施
　 平成16年度は、居場所としての定着を
　 目指し、土曜日を中心に実施
　 運営委員会の開催　月1回程度

ホームページのバリアフ
リー化

＜企画部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　3,150千円

3,150 0 新規

　高齢者等のデジタルデバイド解消の
　ため、区のホームページに文字拡大
　及び読み上げ機能を付加
　 文字拡大・読み上げソフトの導入

高齢者地域支え合い活動の
推進

＜健康部＞
＜平成15年度所管：福祉部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　4,564千円

4,564 0
新規

協働

  地域住民の自主的な支え合い活動を推
　進するため、社会福祉協議会に(仮称)
  ふれあいいきいきサロン推進員を配置
  するとともに、高齢者福祉施設等を活
  用した取組みを支援
　 新宿区社会福祉協議会に委託
　 普及啓発活動
　　 パンフレットの作成　講座等の開催

介護予防トレーニング教室

＜健康部＞
＜平成15年度所管：福祉部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　3,580千円
[平成15年度所管福祉部合計
　　　　　　　　　　 19,987千円]

14,315 10,735
都支出金

新規

  介護予防プランでアセスメントを受
　けた閉じこもりがちな虚弱高齢者を
　対象に介護予防実践教室を実施
　 区立清風園いこいの家で実施

・若返りパワーアップ体操
　 高齢者向けのトレーニング機器を使用し、
　 運動機能の向上につながるトレーニング
　 を実施
　 10名 週2回・3箇月 3期にわたり実施

・ころばぬ体づくり体操
　 転倒予防訓練、情報提供、家族への助言・
　 指導等、転倒骨折や加齢に伴う運動機能の
　 低下を防ぐための教室を実施
　 10名 週1回・3箇月 3期にわたり実施
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 アクション04事業 単位：千円

事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

安全で安心なまちづくり
                           ７事業

防災意識啓発用ＣＧの開発
及び家具転倒防止器具の取
付促進(防災思想の普及）

＜総務部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　  7,376千円

7,376 0 新規

建築物耐震化支援事業

＜都市計画部＞

アクション04事業枠充当一般財源
                     11,059千円

11,059 0 新規

禁煙支援の推進

＜健康部＞
＜平成15年度所管：衛生部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　2,246千円

2,246 0
新規

協働

  禁煙補助剤の提供による禁煙実行の
　きっかけづくり及び助言・指導によ
　る禁煙継続支援
　 保健センターの基本健康診査受診者を
　 対象に実施
　 年間 350人を予定
　 補助剤の使用方法及び注意事項の説明
　 は、新宿区薬剤師会との協働により、
　 事業協力薬局で実施

災害時の動物救護体制の整
備

＜健康部＞
＜平成15年度所管：衛生部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　 17,521千円
[平成15年度所管衛生部合計
　　　　　　　　　　 19,767千円]

17,521 0
新規

協働

　災害時における動物の救護活動体制
　を整備
　 柵、ケージ、医薬品等を避難所、動物
　 病院等に配備
　 東京都獣医師会新宿支部との事業協力
   のもと、「動物救護連絡協議会」で災
   害時及び事前対策などの具体案を検討
   し、災害応急マニュアル等を作成

・防災意識啓発ＣＧの開発    13,913千円
　 耐震補強・家具転倒防止の重要性がわ
　 かりやすくかつ実感的に理解できるＣ
   Ｇ（コンピュータグラフィック）を、
   総務部危機管理室・都市計画部建築課
   の協働で開発し、普及啓発活動を推進
　 シミュレーション(建物倒壊、家具転倒)
   新宿区地域危険度マップ
　 防災関係施設表示
　  (総務部 5,912千円 都市計画部 8,001千円)

・家具転倒防止器具取付促進 1,464千円
   区あっせん器具のカタログ作成・配布
　　 5,000部
　 器具の無料取付
　　 自力での取付が困難な世帯　300世帯
　　(総務部)

・耐震診断調査費助成事業    3,058千円
   対象・要件
   昭和56年５月以前の建築確認による住居
   系木造建築物
　 耐震補強工事(簡易工事を含む)を実施す
   ること
　 助成額　150千円　20件を予定
    (都市計画部)
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 アクション04事業 単位：千円

事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

大久保・百人町地区の環境
美化対策

＜環境土木部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　8,082千円

8,082 0
新規

協働

　区と地域、関係機関・団体との協働
　により、清潔でにぎわいのある、安
　全で安心して暮らせるまちづくりを
　推進
　 ごみの不法投棄・ポイ捨て対策、放置
　 自転車対策などを総合的に実施
　   環境美化指導員の配置
　 　　4時間/日 20日/月 12箇月 6人
　 　監視所の設置(テント等)など

新宿中央公園活性化プラン

＜環境土木部＞

アクション04事業枠充当一般財源
                     11,918千円
     [環境土木部合計 20,000千円]

35,259
596

使用料及び
手数料

新規

協働

  新宿中央公園の活性化に向け、各エ
　リアを整備

　 ちびっこ広場
　 子どもたちが安心して遊べる専用の広場
　 福祉部との連携のもと、プレイパーク活動
　 への支援等を推進し、地域住民による広場
　 運営を目指す
　 エリア明示の柵設置
　 管理棟設置(管理人常駐)
   貸出遊具(三輪車10台)配備
   子ども向けイベントの誘致及び仕掛け
　 ●ふれあい動物園 2回 ●ミニＳＬ 1回

　 水の広場
　 身体障害者仕様便所の設置
　 イベント案内板の設置
　 給排水設備・電気設備配備

　 多目的運動広場
　 バスケットゴールの設置

　 ※一部既存事業の見直し削減額を財源充当

学校安全パトロールの推進
（学校安全対策）

＜教育委員会＞

アクション04事業枠充当一般財源
                      3,000千円
     [教育委員会合計 20,000千円]

3,000 0
新規

協働

  地域ぐるみで子どもを犯罪から守るた
　めに、ＰＴＡを中心に町会・商店街等
　との協働により、自転車表示用の警戒
　標識を配布するなど見守り活動を推進
　 警戒標識(パトロールパネル) 10,000枚
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 アクション04事業 単位：千円

事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

その他　　　　　　　　 10事業  
 

ビデオ広報等の製作（協働
によるビデオ広報の製作）

＜企画部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　1,862千円

9,344 0
拡充

協働

  協働によるビデオ広報の製作
　　　　　　　　　　　　　1,862千円
   公募区民との協働によりビデオ広報を製作
　 し、区民への貸出、ホームページでの配信
   を行う
　 広報ビデオ(15分) 2本
　 公募・選考→講習→企画会議→取材・撮影
　 →編集・音入れ→ＶＨＳテープ・ＤＶＤ作
　 成→貸出・ホームページ配信
　 撮影の基本等の事前講習実施
   (区内の専門学校の指導・協力)

外国語版生活情報紙の発行

＜企画部＞

アクション04事業枠充当一般財源
 　　　　　　　　　　 4,980千円
          [企画部合計 9,992千円]

4,980 0 新規

  外国人向け目的別生活ガイド 10種
　 ①非常時 ②届け出 ③税金／保険 ④健康／医療
　 ⑤こども ⑥福祉 ⑦生活のルール ⑧公共施設
　 ⑨しごと ⑩相談
　 各A4版・12ページ・1,000部
　 日本語（ルビつき）、英語、中国語、ハングル
   の4分冊
　 各言語別に用紙を色分け

蔵書の更新及びデータの電
子化(男女共同参画推進セン
ター)

＜総務部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　6,476千円

6,476 0 新規

  情報提供機能を高めセンターの利用
　を促進
　 蔵書の更新　500冊
　 蔵書データの電子化

庁舎窓口環境の整備

＜総務部＞

アクション04事業枠充当一般財源
                      3,660千円
         [総務部合計 17,512千円]

3,660 0 新規

 
　 窓口カウンターお客様用椅子の更新
　　 176脚

地域課題への取組み

＜区民部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　6,935千円

6,935 0
新規

協働

  特別出張所の課題別地域会議を、区民
　参画の場として位置づけ、各地域が抱
　える様々な課題について、解決に向け
　た取組みを支援
　 まちの美化
　 安全・安心マップの作成
　 地域福祉見本市
　 生活環境マップの作成等
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 アクション04事業 単位：千円

事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

ボランティアコーナーの設
置

＜区民部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　1,980千円

2,356 376
都支出金

新規

協働

  ボランティア活動希望者とボランティ
　アを必要とする人との橋渡しを目的と
　して、全所にボランティアコーナーを
　設置し、区民のボランティア活動及び
　活用を促進
　 未設置の7所に設置
　 　榎町、若松町、大久保、戸塚、落合第二、
　　 柏木、角筈の各特別出張所

協働推進基金

＜区民部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　2,689千円

3,690

1,001
財産収入

1
繰入金
1,000

新規

協働

  地域との協働を推進するため、多くの
　区民・団体が支える「協働推進基金」
　を設置し、ＮＰＯに対する財政支援体
　制を築く
　 基金積立金 2,001千円
　 ＮＰＯ法人への助成 1,000千円
　 パンフレット作成等

観光市場調査等（観光施策
の推進）

＜区民部＞

アクション04事業枠充当一般財源
                      2,400千円
         [区民部合計 14,004千円]

2,400 0
新規

協働

  区の商工施策の要である地場産業や近
　隣型商店街の活性化を図る視点から、
　来街者等の興味関心を高め、区内各地
　の魅力を高める取組みを推進
　 (仮称)「新宿はにぎわいも一番観光資源発掘
　 協働委員会」の設置<立教大学との協働>
　 　委員 5名(学識経験者 1名、その他 4名)
　   開催 6回
　 観光資源の発掘、ルート調査及び市場調査等

都市計画情報の電子化

＜都市計画部＞

アクション04事業枠充当一般財源
　　　　　　　　　　　2,699千円

2,699 0 新規

  平成16年度策定の新しい用途地域等の
　都市計画情報（地図情報）をホームペ
　ージにより区民等に提供
　 公開情報
　 用途地域等の地図情報

まちづくり事業の支援

＜都市計画部＞

アクション04事業枠充当一般財源
                      4,000千円
     [都市計画部合計 17,758千円]

4,000 0 新規

  今後の共生と協働のまちづくりの実現
　に向け、まちづくりに関するわかりや
　すいビデオ教材を作成し、まちづくり
　事業を支援
　 ビデオ作成：地区計画編
　 具体的な取組みの手法紹介
　 課題解決のための手法と実際例
　 (興味が湧くような新宿区の事例を活用)
   区民の取組み
　 将来の新宿区の都市像
　　 30分ビデオ 100本(貸出等用)

合　　　　　　計 181,955 12,708
２６事業
 （アクション04事業枠充当一般財源 139,020千円）
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Ⅳ　実施計画事業 （並び順は、部別・施策体系順）

１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

生活実習所の充実 164,382 72,457 拡充
  生活実習所の管理運営
 　知的障害者通所更生施設
　 牛込保健センター内 2階・4階
　 定員50名

福祉費 障害者福祉費 障害者福祉施
設費

使用料及び
手数料

   常勤職員17名→18名及び非常勤職員3名
　 通所ﾊﾞｽ4台 給食ｻｰﾋﾞｽ
   訓練内容 生活指導、日常生活動作訓練、
            簡単な作業訓練

高年齢者就業支援事業への
助成

26,195 10,800 拡充   新宿区社会福祉協議会運営助成事業
 　就業相談（窓口人材紹介、再就職促進相談等）
　 事業所相談（高齢者活用相談、就業開拓）

福祉費 社会福祉費 社会福祉総務費

都支出金  　情報提供（起業、ﾜｰｶｰｽﾞｺﾚｸﾃｨﾌﾞ、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、
　 　　　　　ＮＰＯ活動等）
　 普及啓発、広報活動等
 ※求職者の増加に伴い職員を増員 3名→4名

延長保育の充実 90,378 36,975 拡充
・私立保育園（新規）　　　　　　 36,147千円
　　4時間延長保育　1園　40人
　　　 原町みゆき保育園

・区立保育園（継続）               54,231千円
    1時間延長保育　7園　延長定員　150人
       中落合第二保育園　30人
　　　 百人町、大久保第一、高田馬場第二、
　　　 東五軒町、北新宿第二、戸山第一の
　　 各保育園 各20人

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉事業
費 ②児童福祉施設費

分担金及び
負担金
8,561

国庫支出金
16,404

都支出金
12,010

　　2時間延長保育　1園　10人
  　　　  百人町保育園
　　4時間延長保育　1園　40人
　　　 富久町保育園

低年齢児保育の充実 319,117 190,992 新規

・私立保育園　　　　　　　　　　 192,146千円
　　産休明け保育実施園　6園→7園
  　　<新規> 原町みゆき保育園
　　　<継続> 二葉南元保育園、至誠会保育園、
　　　　　　 成子坂愛育園、よろい保育園、
　　　　　　 新栄保育園、ｴｲﾋﾞｲｼｲ保育園

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉事業

分担金及び
負担金
49,999

国庫支出金
93,996

都支出金
46,997

・区立保育園  　　　　 　　　 　　126,971千円
　　0歳児（産休明け）保育実施園
 　　 長延保育園、中落合第二保育園、
　　  弁天町保育園、戸山第二保育園、
　　　富久町保育園
  ※計画事業以外の分を含めた合計
　　0歳児保育実施園　23園
　 （うち産休明け保育実施園　11園）

費 ②児童福祉施設費  
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

保育所の定員及び配置の適
正化

190,135 120,203 新規
・運営助成　　　　　　　　　　　　　81,963千円
   原町みゆき保育園（平成16年4月開設）
　 定員　160人（0～2歳 79人、3～5歳 81人）

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉総務
費 ②児童福祉事業費 ③児童福祉施
設費

分担金及び
負担金
13,314

国庫支出金
1,408

都支出金
1,648
繰入金
103,833

・下落合保育園の改築　　　　　　    132千円
　 （民設民営による整備）
　 私立保育所等整備事業者の選定

・下落合保育園仮園舎整備    108,040千円
　 戸塚第三幼稚園（休園）を仮園舎として
　 使用するための改修等整備
 ※使用期間　平成17年4月～19年3月
　　 定員　87人（現下落合保育園 65人）

休日保育の実施 41,216 15,700 拡充

・私立保育園（新規）　　　　　　  15,766千円
   原町みゆき保育園
・区立保育園（継続）　　　　　　　25,450千円
   富久町保育園

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉事業
費 ②児童福祉施設費

分担金及び
負担金
11,050

都支出金
4,650

   日曜日及び祝日（12/29～1/3を除く）
　 利用定員　各50人程度
　 利用時間　午前7時30分～午後6時30分
　 利用料金　1日　3,400円

一時保育の充実 33,469 13,159 拡充

　家庭養育児童（未就学児）の
　一時預かり制度
   一時保育専用室（担当職員配置）を
　 設けた一時保育　1所→2所
　　 実施場所　区立保育園：富久町保育園
　　 　 <新規> 私立保育園：原町みゆき保育園

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉事業
費 ②家庭福祉費 ③児童福祉施設費

分担金及び
負担金
7,052

都支出金
6,107

   空き定員、保育室活用等による一時保育
　　 実施場所　保育室　　　4所
　　　　　　 　私立保育園  9所
  　　　　　 　家庭福祉員  5人
   　　　　　  区立保育園 27所

認証保育所への支援 185,471 92,735 拡充
・民間事業者等の認証保育所運営

　への参入支援（Ａ型）　　　　 160,499千円
   4所（新規開設 1所）

福祉費 児童福祉費 児童福祉事業費

都支出金 ・保育室のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ（Ｂ型）　  24,972千円
   1所

病後児保育の充実 17,242 9,328 拡充 　病気回復期園児の保育
　 実施園　1所→2所

福祉費 児童福祉費 児童福祉事業費

都支出金    新栄保育園、原町みゆき保育園<新規>
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

待機児童解消緊急対策 122,365 105,638 新規 　待機児童の解消を目指し、保育園の
  定員の拡充、弾力運用を実施

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉事業
費 ②児童福祉施設費

分担金及び
負担金
40,639

国庫支出金
43,333

都支出金
21,666

・私立保育園　　　　　　　　　　　43,279千円
   弾力運用　 5園  36人

・区立保育園　　　　　　　　　　　79,086千円
   定員拡充   7園  55人
   弾力運用　17園 113人

子ども家庭支援センターの充
実

8,724 4,362 協働
　子どもと家庭の総合相談窓口
　　相談事業、ｻｰﾋﾞｽ調整、地域の組織化、
　　子育て情報の提供、ひろば事業

福祉費 児童福祉費 児童福祉施設費

都支出金 　 開館日　  月曜日～土曜日
　 相談時間　午前8時30分～午後5時

子育てひろば事業の推進 5,000 2,500 協働
・地域の子育て家庭支援
・子育て相談事業
・子育て啓発事業

福祉費 児童福祉費 児童福祉施設費

都支出金 　　児童館  10館で実施

児童館の再編成 144,679 24,643 新規

・榎町児童センター施設整備　44,165千円
　 中高校生スペース（2階）
　 乳幼児スペース（3階)

福祉費 児童福祉費 ①児童福祉事業
費 ②児童福祉施設費

分担金及び
負担金
880

都支出金
23,763

・児童指導業務委託　　　　　　 93,119千円
　 早稲田南町こども館  西新宿こども館
   榎町児童センター
　 平成16年4月開設
　 （榎町児童センターの中高校生・乳幼児は7月下旬）
    利用時間
　　　一般利用 月～金曜日 午前10時～午後6時
　　　　　 　　土・日曜日、祝日、学校休業日の
　　　　　　　 月～金曜日は午前9時～午後6時
      　 ※榎町児童センターの中高校生は
           土・日曜日、祝日を除き午後7時まで
　　  学童クラブ　通常期 放課後～午後7時
　　　　　　　　　学校休業日 午前8時～午後7時
         ※午前8時～9時、午後6時～7時は
　　　　　 延長利用の場合

・民間学童クラブ運営費等助成 7,395千円
　 民間学童クラブを開設する事業者への助成
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

子どもショートステイ事業の充
実

4,988 1,169
　保護者の就労等により一時的に子どもの
　養育が困難になった時に児童福祉施設
　で短期間預かる

福祉費 児童福祉費 家庭福祉費

都支出金 　 実施場所  二葉乳児院
　 年間延べ300人
　 利用対象　就学前児童
   自己負担　1泊　3,000円
　　　 但し　住民税非課税世帯　半額
　　　　　　 生活保護世帯等　　無料

ファミリー・サポート事業の充
実

11,581 8,242
拡充

協働

　育児の援助を受けたい会員と、援助をし
　たい会員を登録し、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰが有償の
　相互援助の斡旋を行う
   会員の増加に伴い、アドバイザーを増員
　　 3名→4名

福祉費 児童福祉費 家庭福祉費

国庫支出金
5,495

都支出金
2,747

　 会員数（平成14年9月末→15年9月末）
   　提供会員 164人→215人
　   利用会員 760人→999人
　   両方会員  23人→27人
　 報酬の目安 通常時間で800円/時間
   運営委託　新宿区社会福祉協議会

地域子育て支援事業 12,391 7,963 拡充 　育児不安等の相談・援助、子育て
　サークル等の育成などを行う

福祉費 児童福祉費 家庭福祉費

都支出金 　 1所→2所
　 二葉乳児院、原町みゆき保育園<新規>
   専用ｽﾍﾟｰｽを確保し、担当職員を配置

乳幼児医療費助成の推進 584,354 171,226
　0歳から就学前までの乳幼児の

福祉費 児童福祉費 児童福祉事業費

都支出金
171,225
諸収入

1

　医療費(保険診療による自己負
　担分)の助成

子どもの人権を大切にするし
くみづくり

1,875 707 拡充

・子どもワークショップ等の開催（新規）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　814千円
   子どもワークショップ　連続 5回
　　 小学生高学年・中学生 20名 助言者 2名
   権利意識啓発講座　10回
　　 小学生及びその保護者 30組 講師 2名

福祉費 児童福祉費 児童福祉総務費

都支出金 ・虐待防止ﾈｯﾄﾜｰｸ事業　　　      1,061千円
   区民向け虐待防止パンフレットの作成
　「子どもの虐待防止連絡会」の運営
　 パネルディスカッション、研修会の開催等

 
41 

   



１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

利用者保護体制の充実 18,104 10,579 拡充
・福祉ｻｰﾋﾞｽ全般に係る苦情対応体制
　の整備　　　　　             　　　      544千円
   法律相談（12回）等

福祉費 社会福祉費 社会福祉総務費

都支出金 ・民間福祉ｻｰﾋﾞｽ第三者評価費用助成
　　　　　             　　　               12,600千円
    施設系<新規>　助成限度額　600千円 6所

    在宅系　助成限度額 300千円 30所

・区立福祉施設のｻｰﾋﾞｽ評価　  4,960千円
　 10所

障害者地域生活支援セン
ターの設置

7,120 0 拡充

・基幹型障害者地域生活支援ｾﾝﾀｰ
   新宿区役所（障害者福祉課）
　   ケアマネジメント研修<新規>、
　　 関係機関連絡会等

福祉費 障害者福祉費 障害者福祉事
業費

・地域型障害者地域生活支援ｾﾝﾀｰ
   障害者福祉センター
　 （新宿区障害者福祉協会に委託）
　 　 相談事業、ピアカウンセリング、
　　　講演会、情報誌の発行、
　　　地域生活スキルアップセミナー<新規>
   あゆみの家<新規>
　　　相談事業、情報提供、講座・講習会等

心身障害者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの運
営助成

11,422 5,711 　運営助成  1所
  定員10名（あじさいホーム）

福祉費 障害者福祉費 障害者福祉総
務費

都支出金

福祉のまちづくりの推進 465 0 　広報啓発活動
   障害疑似体験会
　 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ印刷・配布

福祉費 社会福祉費 社会福祉総務費

健康づくりの推進 179 0

　健康づくり協力店普及促進
　 飲食店や食料品等販売店で、「栄養成分表
   示」や「栄養情報提供」を実施する店舗を
   「健康づくり協力店」として登録し、区民
   の健康づくりを推進

健康費 健康推進費 健康推進事業費

健康づくり電子健康教育の実
施（健康づくりインターネット
相談）

3,392 0 新規

　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを活用した健康相談の実施
　 電子メール機能及びﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを活用した
　 栄養・運動など健康を支える生活習慣に
　 関する健康相談及び情報提供

健康費 健康推進費 健康推進事業費
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

受動喫煙防止の推進（分煙
化の推進等）

210 0
・区内各種施設における分煙化の推進
   飲食店、医療施設、教育施設等
　 施設の管理者への分煙化推進の
　 協力要請

健康費 健康推進費 健康推進事業費

・個人に対する普及啓発及び行動変容
　支援
   健康教育における普及啓発
　 ＩＴを活用した情報提供
　 (健康づくり情報ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ)
　 生活習慣改善指導などによる指導等の支援

　 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成　5,000部

健康づくり自主グループの活
動支援と交流促進

60 0 協働 　健康づくり自主ｸﾞﾙｰﾌﾟの登録、活動支援、
　交流促進、情報提供等

健康費 健康推進費 健康推進事業費

   健康づくり自主ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ会議の開催 2回
　 登録ｸﾞﾙｰﾌﾟ情報のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載等区民への
　 情報提供

元気館の設置・運営 88,639 23,462 　元気館の管理運営
　   区民の健康づくりの拠点

健康費 健康推進費 健康推進施設費

使用料及び
手数料
19,871
諸収入
3,591

   体育館、集会室等（大会議室、第１洋室、
　 第２洋室、和室、サークル室）
　 開館時間　午前9時～午後9時
　 休館日　　第二月曜日、年末年始
　 ｽﾎﾟｰﾂﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを中心とした健康増進事業を
　 実施

アレルギー健康診査事業 1,669 1,626 拡充 　アレルギー疾患等に関する相談及び指導

健康費 健康推進費 公害保健費

諸収入 　 成人対象：6回（延べ60人）
　 小児対象：個別12回、
          　 集団 4回→6回
　　　　　　（延べ240人)→(延べ280人)

結核対策の充実 20,001 8,228
・結核健康診断
　 業態者検診、患者家族検診、管理検診、
　 受託検診、住民検診

使用料及び
手数料

16
国庫支出金

8,212

・日本語学校結核健康診断
　 予定校35校 (対象者数  5,000人)
　 外国人用ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成

・路上生活者結核出張健康相談健診
　 年2回  200名予定

・結核患者服薬治療支援
　 路上生活者に対して結核の入院治療後に
　 直接服薬確認治療(DOT)を実施

健康費 健康推進費 保健所予防費  
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

エイズ対策の充実 9,199 4,141 協働
・検査業務
　 ＨＩＶ抗体検査 875件　梅毒検査 800件
　 ｸﾗﾐｼﾞｱ検査 800件　淋菌感染症検査 330件

健康費 健康推進費 保健所予防費

国庫支出金 ・相談業務等
　  ＮＧＯとの協働による外国人相談等

骨粗しょう症検診 2,959 1,679 　骨粗しょう症検診
 健康教育時実施 4回　240人

健康費 健康推進費 健康推進事業費

使用料及び
手数料
1,117

国庫支出金
228

都支出金
334

 

   生活習慣病予防健診同時実施　69回 2,070人
　 １歳６か月児健診同時実施　48回 1,200人
　 自己負担　300円

精神障害者の就労の機会と
場の拡充

84 0 ・社会的偏見を払拭するための普及啓発
　 講演会の開催　1回

健康費 健康推進費 保健所予防費

・就労支援の促進
   関係機関・団体との連絡会　4回

精神障害者ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ
の実施

6,586 3,624 ・ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰの派遣
　 週2回、1回2時間限度　自己負担有り

健康費 健康推進費 保健所予防費

都支出金
3,516
諸収入
108

・精神障害者ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ養成研修
   1回

かかりつけ医機能の推進 6,320 0
　在宅ｹｱ対策委員会に委託
　 かかりつけ医の紹介
　 かかりつけ医の研修等

健康費 健康推進費 健康推進総務費

かかりつけ歯科医機能の推進 12,984 0
・地域歯科医師会に委託
　 かかりつけ歯科医の紹介
　 かかりつけ歯科医の研修等

健康費 健康推進費 健康推進事業費

・かかりつけ歯科医機能推進協議会の運営
   委員 19名（歯科医師会6名、医師会1名、
　　　　　　　専門歯科医療機関9名、区3名）
　 開催 2回

難病等患者家族支援事業 591 0
　難病療養相談等
　 ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病、ﾘｳﾏﾁ等の患者・家族に対する
　 健康教室等の開催

健康費 健康推進費 保健所予防費

　 牛込保健ｾﾝﾀｰ　　6回
　 西新宿保健ｾﾝﾀｰ　9回
　 落合保健ｾﾝﾀｰ　 11回
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

高齢者の多様な住まいの推
進（シルバーﾋﾟｱ）

55,858 10,874

・ｼﾙﾊﾞｰﾋﾟｱ住宅ﾜｰﾃﾞﾝ配置等　50,565千円
    ワーデン配置　15住宅(17人)
    ライフサポートアドバイザー派遣 1住宅
　 シルバーピア戸数 308戸

・ﾜｰﾃﾞﾝのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ体制　　　　 3,195千円

健康費 高齢者福祉費 高齢者福祉総
務費

都支出金
10,784
諸収入

90

・生活相談・団らん室管理運営　2,098千円
　 団らん室　14室

高齢者の多様な住まいの推
進（痴呆性高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰ
ﾑ）

20,000 20,000 新規 　痴呆性高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ整備助成
　  2ユニット　定員18人

健康費 健康推進費 健康推進総務費
都支出金

訪問指導の充実 3,492 1,982 　寝たきりや痴呆の発生の予防及び
　介護者支援

健康費 健康推進費 健康推進事業費

国庫支出金
991

都支出金
991

　 保健師による訪問指導
　 訪問栄養指導
　 訪問口腔衛生指導

高齢者配食ｻｰﾋﾞｽの充実 14,836 11,091

健康費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

都支出金

高齢者緊急通報ｼｽﾃﾑの整
備

21,420 11,756

・消防庁方式
　 新設 49台　　累計 289台

・民間事業者方式
　 新設 90台　　累計 400台

・火災安全ｼｽﾃﾑとの連動

健康費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

都支出金 　 火災警報機 　　  新設40台
　 自動消火装置　   新設 4台
   ｶﾞｽ安全ｼｽﾃﾑ　    新設 4台
　 電磁調理器 　　　新設20台

 設置経費の1割を自己負担

いきいき福祉大作戦 1,335 667
拡充

協働

・いきいき福祉大作戦ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
　 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動参加へのきっかけづくり

・いきいきﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ
　 高齢者の学習講座参加のきっかけづくり

・ﾏｲｽﾀｰ制度
　 高齢者の知識、技能等の登録・紹介・活用

健康費 健康推進費 健康推進事業費

都支出金 ・ｴｺﾏﾈｰ制度
　 疑似貨幣を用いた福祉ｻｰﾋﾞｽ地域循環の

　 仕組みづくりに関する情報収集

・いきいき回覧板
　 年2回発行　各6,000部

・いきいきメイクアップ教室（新規）
   高齢女性対象のメイクアップ教室
　 日本美容専門学校との協働により実施　4回

  食に関するアセスメントの実施
　個別配送方式
    土・日曜日を除く毎日
    自己負担500円(配送料、雑費相当を区負担)
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

育児グループ・育児相談の充
実

651 0 　各保健ｾﾝﾀｰにおいて育児ｸﾞﾙｰﾌﾟを形成
　し、育児相談や育児ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動を支援

健康費 健康推進費 健康推進事業費

　 子育てに関する講演会
　 育児ｸﾞﾙｰﾌﾟの交流支援
　 児童館等への保健専門職派遣

親と子の相談室 1,091 0
　乳幼児健診時の相談対象者や広報に
　よる応募者を対象に子育てに関する専
　門家による相談等を実施

健康費 健康推進費 健康推進事業費

　 西新宿保健ｾﾝﾀｰで実施
　 専門医 12回/年   ｶｳﾝｾﾗｰ 12回/年

母親・両親・育児学級の充実 2,817 0

・母親学級  各保健センター
　 延べ40回 (3日制 24回  1日制 16回)

・両親学級  各保健センター　延べ12回

健康費 健康推進費 健康推進事業費

・育児学級  各保健センター　延べ32回

乳幼児事故防止対策の実施 574 0 　乳幼児健診時(1800名)に、家庭内におけ
　る事故防止に関する普及啓発を実施

健康費 健康推進費 健康推進事業費

　 事故防止ﾊﾟﾈﾙの展示
　 ｱﾝｹｰﾄ調査
   講演会 5回

絵本でふれあう子育て支援 4,198 0
　乳幼児健診(3～4か月健診)の際に、子に
　対する絵本の読み聞かせ意義を説明し、
　絵本等を配布

健康費 健康推進費 健康推進事業費

　 4保健ｾﾝﾀｰ
　 親子ｾｯﾄ　2,000ｾｯﾄ
   (絵本2冊、ｺｯﾄﾝﾊﾞｯｸﾞ、ｲﾗｽﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｽ集、
　  ﾌﾞｯｸｽﾀｰﾄﾒｯｾｰｼﾞ)
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

サービス基盤整備の推進（施
設サービス）

323,886 323,886 拡充

・特別養護老人ホーム等建設事業助成
                                          125,886千円
<新規> 23,933千円
　 市谷砂土原町3-17-1
   平成18年3月開設予定
　 延床面積 約5,000㎡ 地上4階、地下1階
　 入所定員 100人（うちショートステイ 8人）
　 　　　　 デイサービス 20人
　 運営主体 社会福祉法人「大三島育徳会」
　 　☆債務負担 242,238千円
<継続> 101,953千円
　 12法人
　 ベッド確保　合計ベッド数 773床

健康費 健康推進費 健康推進総務費

繰入金 ・老人保健施設建設事業助成
                                         198,000千円
　 旧四谷第二中学校校庭
　 平成17年3月開設予定
　 延床面積 4,467㎡　地上4階、地下1階
　 入所定員 100人（うちショートステイ 30人）
　　　　　　デイケア 30人
　 運営主体 医療法人社団「永生会」

介護予防対策の推進 37,105 11,888

・自立支援型家事援助ｻｰﾋﾞｽ  10,061千円
　 対象　要介護認定において自立と
 　　　　判定された高齢者等
        （認定申請中の者を含む）
   派遣時間 　週2時間限度
   派遣時間帯 午前9時～午後5時
   自己負担 原則　1割

国庫支出金
1,273

都支出金
8,639
諸収入
1,976

・いきがいﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ　            　 9,382千円
　 対象　要介護認定において自立と
  　　　 判定された高齢者及び60歳以上の
　 　　　家に閉じこもりがちな高齢者等
　 ①いきがい趣味活動 ②自立支援
　 ③機能維持向上 ④その他ｻｰﾋﾞｽを提供
   週2回 20名程度 7館実施
　 (小滝橋いきがい館は週5回）
　 参加費　1回　100円

　 北山伏ことぶき館
   戸山ことぶき館
   高田馬場第二ことぶき館
   北新宿第一ことぶき館
   薬王寺ことぶき館
   清風園
   小滝橋いきがい館

健康費 健康推進費 健康推進事業費
健康費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

・機能訓練事業　　　　　         17,662千円
　 対象　40歳以上で加齢や疾病等により
　　　　 心身機能の低下している者
   各保健センター　1ｸﾗｽ
   予定対象数　60名
   1ｸﾗｽ　15名　週2回訓練実施
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１　健康でおもいやりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

痴呆性高齢者対策の推進 2,507 1,527

新規
・痴呆ケア向上・普及事業　　　　　149千円
　 痴呆性高齢者に係る講演会・研修会
　 実施場所 介護老人保健施設
　　 　　　「デンマークイン新宿」
　 リーフレットの作成 1,000部
　 在宅介護支援センター、特別出張所等で配布

・痴呆性徘徊高齢者探索ｻｰﾋﾞｽ 1,424千円
　 位置情報専用探索ｼｽﾃﾑ利用助成
　 導入経費の全額　利用料の2/3を助成
   新規45台　継続40台

健康費 健康推進費 健康推進総務費
健康費 健康推進費 保健所予防費
健康費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

国庫支出金
349

都支出金
1,178

・精神保健相談並びに訪問指導  934千円
　 痴呆性高齢者の早期発見、痴呆の予防及び
　 介護者支援
   痴呆専門相談　所内相談　月1回
   　　　　　　　訪問相談　年3回
　 物忘れ相談　月1回
　 普及啓発、訪問指導等

在宅介護支援センターの充
実

179,398 62,768 拡充

　高齢者総合相談、居宅介護支援事業、
　家族介護教室等の実施
・基幹型(区役所)             　　　13,099千円
   新宿区役所在宅介護支援ｾﾝﾀｰ
   ケアプラン評価会（新規） 6回
　 ケアマネジャー学習会（新規） 4回
   ケアマネジャー合同研修会 5回
　 介護予防冊子の作成（新規）

健康費 高齢者福祉費 ①高齢者福祉
事業費 ②高齢者福祉施設費

使用料及び
手数料
10,934

都支出金
51,834

・地域型　　　　　　　　　　　　　 166,299千円
　 原町ﾎｰﾑ在宅介護支援ｾﾝﾀｰ  (職員2→3名)
   高田馬場在宅介護支援ｾﾝﾀｰ (職員2→3名)
   聖母ﾎｰﾑ在宅介護支援ｾﾝﾀｰ  (職員2→3名)
   大久保在宅介護支援ｾﾝﾀｰ　 (職員2→3名)
   住吉町在宅介護支援ｾﾝﾀｰ　 (職員2→3名)
   西新宿在宅介護支援ｾﾝﾀｰ　 (職員2→3名)
   北山伏在宅介護支援ｾﾝﾀｰ   (職員4名)
　 若葉在宅介護支援ｾﾝﾀｰ     (職員2→3名)
　 中落合在宅介護支援ｾﾝﾀｰ   (職員2→3名)
   北新宿在宅介護支援ｾﾝﾀｰ　 (職員4名)
   ◇新たに実施する事業
　　 虚弱高齢者に対する介護予防プランの作成
　　 地域見守りネットワークの整備

地域見守りネットワークの充実 20,075 10,037 協働
・地域見守り協力員事業
   見守り協力員(ボランティア)による一人
   暮らし高齢者等への定期的な見守り・声
   かけ訪問

健康費 高齢者福祉費 高齢者福祉事
業費

都支出金 ・ふれあい訪問
   新宿区社会福祉協議会非常勤職員による
　 地域との交流の少ない一人暮らし高齢者
   等への訪問
　　 対象　65歳以上の一人暮らし高齢者等
　　 勧奨通知により希望者を募る

合 計 2,842,789 1,414,325 52事業
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

外国人のための情報提供と
相談機能の充実

8,195 0 　外国人相談窓口の運営

総務費 総務管理費 広報費

男女共同参画への啓発活動
の充実

1,459 0

　啓発活動
　 ・男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ　1回
　　　　　　  450人 四谷区民ﾎｰﾙ
　 ・ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄ講座  4回
　 　 　　　　40人　ｳｲｽﾞ新宿（ﾘｰﾀﾞｰ養成)

総務費 総務管理費 男女共同参画推
進費

　 ・性と生の講座    3回  50人 ｳｲｽﾞ新宿等
　 ・講師派遣        6団体

男女平等推進計画の推進 913 0 拡充

  男女共同参画推進会議の運営
　 新宿区男女共同参画推進条例の施行
   （平成16年４月１日）に伴い、附属
　 機関とし、委員に事業者や地域団体
　 代表等を加え、推進会議を充実

総務費 総務管理費 男女共同参画推
進費

　 委員　学識経験者2名
　　　　 区民・事業者・地域団体代表等13名
   開催　全体会3回（委員15名）
　　　　 小委員会2回（委員5名）

家庭生活における男女協働
の意識啓発

2,295 80 協働 ・啓発活動　　　　　　　　　　　　　　　105千円
　  ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ講座 3回 各回40人 ｳｲｽﾞ新宿

諸収入 ・情報提供　　　　　　　　　　　　　　2,190千円
　「しんじゅくフォーラム」の発行  4,000部

総務費 総務管理費 男女共同参画推
進費

 

平和啓発事業の推進 3,166 0 協働
・平和の啓発普及活動　　　　　　2,715千円
　 平和展  区民センター等3所  7～8月
　 親と子の平和派遣　7組14名　長崎市
　 平和派遣者との協働事業

・平和のﾎﾟｽﾀｰ作品展                  451千円
　 小学生・中学生を対象に作品を募集し展示
　 展示会  四谷区民センター

総務費 総務管理費 一般管理費
教育費 教育総務費 教育指導研究費

国際交流の推進 310 0

　友好都市交流の推進
　 レフカダ町との友好交流
　 ミッテ区との友好交流
　 東城区との友好交流

総務費 総務管理費 一般管理費  
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

ボランティア・ＮＰＯ等との協
働の推進

280 0 協働
　協働の普及啓発
　 協働促進講座 3回
   区民講演会 1回

区民費 地域振興費 地域振興事業費

地域情報ふれあい広場の整
備

196 0 協働
　区民ｾﾝﾀｰ等に地域情報集積・活用の
　ｽﾍﾟｰｽ「ふれあい広場」を整備
　 ｺﾐｭﾆﾃｨ活動支援情報の提供等

区民費 地域振興費 地域振興事業費

地域協働事業への支援（公
募制ふれあい活動推進）

2,287 0 協働

・地域ｾﾝﾀｰ管理運営委員会による地域の
　課題を考える講座・交流会への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　       374千円
・地域交流の促進（地域ｲﾍﾞﾝﾄ・活動支援）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,313千円

区民費 地域振興費 地域振興事業費
区民費 区民施設費 区民センター費

・公募制自主事業助成（地域協働事業・

　ｲﾍﾞﾝﾄ助成公募制の試行）　　 　 600千円

区民センターの整備 26,772 0
・戸塚特別出張所等区民施設の建設準備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      683千円
　 住民説明会の開催、世話人会の設置等

区民費 区民施設費 区民施設建設費

新規 ・落合第二特別出張所等区民施設の建設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　   26,089千円
  計 画 地　中落合四丁目2273番1
  敷地面積　915.70㎡
　基本設計・実施設計等
　土地使用貸借
　説明会の開催等
　※平成17・18年度建設工事
　　平成19年度開設予定

家庭及び地域の教育力の向
上

6,225 0

　家庭教育の振興
　 家庭教育講座　40回
　 ﾌﾞﾛｯｸ家庭教育学級　11ﾌﾞﾛｯｸ 各3回
　 PTA研修会 　幼稚園、小学校、
　　　　　　　 中学校・養護学校
　 家庭教育団体委託講座(財団補助事業) 3団体

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費

地域の教育力との協働・連携
の推進

1,359 0 協働

・啓発紙の発行
　 子どもの健全育成のための情報提供

　 4回　各10,000部

・地域の教育力との連携
　 活動を模索している団体等と連携し
　 健全育成事業を推進

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費

・フォーラムの開催
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

特色ある学校づくり 32,314 0 拡充

・総合的な学習の時間の運営
　 小学校、中学校、養護学校
　
　 国際理解教室及びモデル校事業を
　 統合し、特色ある教育活動を充実

教育費 教育総務費 教育指導研究費

・研究発表
　 発表校　11校　準備校　9校

・校内研修
　 講師を充実

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ利用教育の推進 147,263 8,928 拡充

・調査研究費　　　　　　　　　        452千円

・ＬＡＮ運用サポート・操作指導アシスタント

 業務委託（新規）　　　            8,928千円
　 ＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

・教員対象ＩＴスキルアップ研修 2,042千円

都支出金 ・小学校(1校22台）         　　   77,225千円

・中学校（1校42台）         　　  57,081千円
   校内ＬＡＮの構築
　 西新宿中学校をモデル校として実施

・養護学校(6台)            　　     1,535千円

少人数学習指導の推進 12,684 12,684 　時間講師の配置
　 週20時間　35週　6校

教育費 教育総務費 教育指導研究費

都支出金 　＜緊急地域雇用創出特別補助事業＞

学校図書の充実 4,895 0
　学校図書標準達成率の改善
　 対象校
   小学校 13校　中学校 9校

教育費 ①小学校費 学校管理費
          ②中学校費 学校管理費

 

学校選択制の推進 3,051 0
　学校選択制度の導入
　 平成17年4月の小・中学校への新入学児
　 童・生徒の通学区域を選択制とする

教育費 教育総務費 事務局費

   学校案内冊子、制度周知チラシの作成等

学校適正配置の推進 800 0 　学校統合協議会等の運営

教育費 教育総務費 事務局費
 

 

教育費 教育総務費 ①教育ｾﾝﾀｰ費
　　　　　　　　　　　②教育指導研究費
教育費 ①小学校費 学校管理費
　　　　  ②中学校費 学校管理費
教育費 養護学校費 養護学校費
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

学校施設の計画的整備 99,041 0 新規

　戸塚・大久保地区中学校の統合

　仮校舎整備
　
   東戸山中学校教室改修等
　 戸山中学校教室・変電施設改修等

教育費 中学校費 営繕費

学校施設の改善(中学校普通
教室等の空調化)

210,951 210,951 拡充

　中学校１・２年生普通教室の空調化

・整備工事費　5校　　　　　　   74,174千円
　 牛込第一中学校、牛込第二中学校、
　 牛込第三中学校、落合第二中学校、
　 西戸山第二中学校

・レンタルによる整備　4校　     23,048千円
　 戸塚第一中学校、東戸山中学校、
　 大久保中学校、戸山中学校

教育費 ①小学校費 営繕費
       　 ②中学校費 営繕費

繰入金 　小学校特殊事情校の空調化
・整備工事費　3校　　　　　　  108,229千円
　 市谷小学校、四谷第六小学校、
　 西新宿小学校

・レンタルによる整備　1校　      5,500千円
　 四谷第三小学校

学校施設の改修(外壁改修) 10,095 0 ・屋内運動場外壁改修工事　　　7,647千円
　 四谷第六小学校

教育費 小学校費 営繕費

・校舎外壁改修調査委託　       2,448千円
　 落合第六小学校

学校施設の改修(屋上防水) 29,277 0 　改修工事
　 津久戸小学校

教育費 小学校費 営繕費
 

学校施設の改修(屋内運動場
屋根改修)

31,214 0
　改修工事
　
   小学校 2校  四谷第六小学校
　　　　　　　 鶴巻小学校

教育費 ①小学校費 営繕費
　　　　　②中学校費 営繕費

   中学校 1校　西戸山中学校

教育施設の震災対策 417,234 18,941 拡充
・校舎耐震補強工事等         402,084千円
　 淀橋第四小学校　67,500千円
　 東戸山小学校（Ｃ棟改築等） 334,584千円

教育費 小学校費 営繕費

国庫支出金 ・耐震補強設計委託　　　　　  15,150千円
　 柏木小学校校舎
　 愛日小学校屋内運動場
　 戸山小学校屋内運動場
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

学校ボランティアの活用 13,191 0
・外部指導員・外部講師(学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)
  による特色ある授業等の充実
　 小学校 30校  年間 24回/1校

教育費 ①小学校費 学校管理費
　　　　　②中学校費 学校管理費

・外部指導員(学校ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)による
 部活動等の充実
　中学校 13校　年間　400回/1校

国際理解教育の充実 47,419 0 拡充

・外国人英語教育指導員の配置

                                           27,585千円
　 中学校　13校　　年間 25時間/1クラス
　　　　　 部活動　年間 10時間/1校
　 小学校　30校　　年間  5時間/1クラス
           モデル校拡充実施
　　　　　  6校　  年間 15時間/1クラス

・日本語適応教室    　　　　     19,834千円
　 区立幼稚園児、小中学校児童・生徒
　  ・小中学校(訪問指導等)
　  ・日本語適応指導の手引作成

教育費 教育総務費 教育指導研究費
 

民間社会教育事業者との提
携による学習機会の提供

1,256 0 協働

　中学生体験事業
　 3泊4日の宿泊学習及び事前・事後の学習会
　 区内在住在学の中学生　40人
　
　 ＮＰＯ法人等と提携し、日常生活や従来
　 のｷｬﾝﾌﾟでは体験できないﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施
　 参加料金　1人 13,000円

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費

　（財団補助事業）

文化等学習支援者バンク制
度の充実

1,156 0
　文化等学習支援者ﾊﾞﾝｸ制度 登録、紹介、活用
　 登録希望者への講習会の実施 年5回
　 ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成等

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費

 

　（財団補助事業）

スポーツ指導者バンク制度の
充実

763 0
　指導者ﾊﾞﾝｸ制度 登録、紹介、活用
　 ｽﾎﾟｰﾂ指導者講習会  100名　1回
　 ｽﾎﾟｰﾂ指導者ﾌｫﾛｰ研修会  2回

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費

 

　（財団補助事業）
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２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

総合型地域スポーツ・文化ク
ラブの創設

3,662 0 協働

　地域住民が主体的に運営するスポーツ・
　文化クラブの創設に向け、ｽﾎﾟｰﾂ交流事
　業を推進
　 ｽﾎﾟｰﾂ交流会　 10地区　月2回/1地区
　 種目別交流会　10地区　年1回/1地区
　 ｽﾎﾟｰﾂ交流推進委員会の運営等

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費

博物館友の会の結成 897 0
拡充

協働

　区民との協働による博物館事業の展開を
　目指し、博物館友の会の結成に取り組む
　 15年度に友の会（こども）
　 「わくわく歴史調査隊」を発足
   16年度は一般対象の博物館友の会を結成
　　　会費 1,000円　登録 100名を予定

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費

　（財団補助事業）

ミニ博物館の充実及び推進 2,314 0

　運営補助等
　 染の里二葉苑    須賀神社三十六歌仙絵
   つまみかんざし博物館
　 十二社熊野神社の文化財
   内藤新宿太宗寺の文化財  目白学園遺跡
   東京染ものがたり博物館

教育費 生涯学習費 生涯学習総務費

 

　（一部財団補助事業）

人権尊重教育の推進 63 0

　人権教育推進委員会
　 委員構成 9名
　　 小中学校長 2名 幼稚園長 1名
　　 幼稚園・小中学校教頭 3名
　　 幼稚園・小中学校教諭 3名

教育費 教育総務費 教育指導研究費

 

　 報告書の作成

子ども読書活動の推進 722 0 新規

　新宿区子ども読書活動推進計画
　に基づく普及啓発等
　 児童文学作家による講演会
　 子ども読書活動推進会議の運営
　　 学識経験者 2名 その他 8名
　 啓発ポスター作成等

教育費 生涯学習費 生涯学習施設費
 

合 計 1,123,719 251,584 34事業
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

災害対策用各種水利の確保
及び充実

1,565 0 拡充 　小型防火貯水槽の設置
　  5ﾄﾝ貯水槽　1基設置

総務費 防災費 防災対策費

防災ボランティア等の活動支
援

696 0 ・防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの活動推進
　 登録者連絡会　登録者 84名
　 避難所の情報連絡ボランティアとして活動

総務費 防災費 防災対策費

・防災ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの活動推進
　 登録者 36名
　 防災活動のアドバイザーとして派遣

災害用備蓄品の充実 25,286 0

　備蓄物資の購入
　 粉ミルク 1,900缶  離乳食 4,600食
 　発電機用オイル 10缶　組立水槽 16台
　 投光機 27台　医療資材 10ｾｯﾄ
　 医療品 43ｾｯﾄ　歯科医療資器材 3ｾｯﾄ
　 常備医薬品 56ｾｯﾄ

総務費 防災費 防災対策費

災害用トイレの整備 15,967 0

　多目的防火貯水槽未設置の避難所及び
　広域避難場所に、下水道直結型災害用

　トイレを設置
　 7所

総務費 防災費 防災対策費

安全で安心して暮らせるまち
づくりの推進

2,416 0
新規

協働

 「新宿区民の安全・安心の推進に関
 する条例」に基づく重点地区への支
 援等

総務費 防災費 防災対策費

　 指定重点地区 10地区
     重点地区ステッカー
　 　標語入りジャンパー
　 　周知用チラシ
　 安全パトロール協力団体 2団体
　 　パトロール用腕章
　 　協力団体シール

公衆浴場設備費助成 10,012 0
  助成限度額：2,000千円
  対象設備：釜、温水器、ﾊﾞｰﾅｰ、煙突、
　　　　　  水中ﾓｰﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ、貯水槽、
           貯湯槽、冷暖房機等

区民費 地域振興費 地域振興事業費

公衆浴場資金の融資あっせ
ん

39,852 37,041
・公衆浴場改修資金
　 貸付限度額 50,000千円
　 償還期限 20年以内　利子補給 1/2

区民費 地域振興費 地域振興事業費

諸収入 ・公衆浴場多角化資金
 　貸付限度額 30,000千円
 　償還期限 20年以内　利子補給 1/2
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

都市計画道路の整備(補助第
72号線)

212,117 211,906
・補助第72号線Ⅰ期　　　　　　127,893千円
　 用地買取（公社より買い戻し）
　 鑑定委託等

土木費 道路橋りょう費 道路新設改良
費

都支出金
31,700
繰入金
180,206

・補助第72号線Ⅱ期　　　　　    84,224千円
　 用地買取（公社より買い戻し）
　 鑑定委託等

地籍情報の調査 48,051 35,805 　地籍街区調査
　 原町一丁目地内外　0.38k㎡

土木費 道路橋りょう費 道路橋りょう総
務費

都支出金    区域線測量　6,238m

百人町三・四丁目地区の道
路の新設等

62,090 0 新規 　区画街路５号予定地の用地取得等

土木費 道路橋りょう費 道路新設改良
費

   用地取得　民有地 60.51㎡
　 移転補償
　 管理用地整備等

総合治水対策の促進 136 0 　東京都総合治水対策協議会への負担金等

土木費 河川費 河川総務費

人とくらしの道づくり 2,400 0
拡充

協働

　選定地区における道路整備基本設計等
　　地域住民と協議会等を設置し、基本的な
　　整備内容を決定
    新宿一・二丁目地区

土木費 道路橋りょう費 道路新設改良
費

道路の改良 248,034 0 拡充
　道路改良　5路線
　 舗装工 7,564㎡ → 9,198㎡
 　集水工 1,553m  → 1,740m

土木費 道路橋りょう費 道路新設改良
費

   区役所通り  津の守坂通り
　 あけぼのばし通り  小滝橋通り  信濃町

やすらぎの散歩道整備 2,136 0
拡充

協働

　河川改修に合わせた「水と緑の散歩道」
　の整備

土木費 道路橋りょう費 道路新設改良
費

　 やすらぎの散歩道整備の一環として地域の案
　 内板を教育委員会との連携のもと作成・設置
　 （地元企業とのタイアップを模索、協働を図る）

　案内板設置　3箇所
　  中之橋  西江戸川橋  石切橋

路面下空洞調査 16,205 0 拡充
　道路陥没等の予防のため、主に救急
  病院周辺及びバス路線等の主要な区
  道等の空洞調査を実施

土木費 道路橋りょう費 道路維持費
　 14km→68km（試行→本格実施）

 
56 

   



３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

まちをつなぐ橋の整備 32,507 0 拡充 　橋りょうの震災対策
　 落橋防止及び補修

土木費 道路橋りょう費 橋りょう新設改
良費

   1橋→3橋
　 新落合橋  落合橋  寺済橋

交通安全意識の高揚 16,757 0

・交通安全啓発活動　　　　　　  14,860千円
　 交通安全ﾊﾟﾚｰﾄﾞ
　 交通安全運動・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
　 交通安全資器材の整備
   団体の育成

土木費 土木管理費 交通安全対策費

・交通安全教育                        1,897千円
　 幼児交通安全教室　こども交通安全教室
　 高齢者交通安全教室　運転者講習会
 　視聴覚器材の貸出

参加する道づくり 160 0 協働 　交通安全総点検
　 利用者の立場での交通安全施設の点検

土木費 土木管理費 交通安全対策費

放置自転車対策の推進（自
転車駐車場等の整備）

50,581 0 新規
・自転車駐車場の整備　　　　　48,703千円
　 神楽坂駅自転車駐車場用地取得
　 都有地 154㎡　90台

土木費 土木管理費 交通安全対策費

・自転車等整理区画の整備　　 1,878千円
　 市ヶ谷駅自転車等整理区画
　 平成16年10月開設　70台
   四ツ谷駅周辺自転車等整理区画
　 平成16年10月開設　50台

放置自転車対策の推進（撤
去及び啓発活動）

79,343 33,540 拡充

　徹底した撤去と効率的な声掛け活動の
　実施
　 ﾓﾃﾞﾙ地区3駅（大久保駅、新大久保駅、
　 高田馬場駅）をはじめ、計19駅で実施
　 ＜緊急地域雇用創出特別補助事業含む＞

土木費 土木管理費 交通安全対策費

都支出金
33480
諸収入

60

   保管期間短縮による撤去業務委託の増
   緊急地域雇用創出特別補助事業分の拡充
　 （新宿駅周辺地区を指導員配置地区に加える）

交通安全施設の整備 99,007 0

　道路反射鏡:30基  街路灯:250基
  区画線標示:12,000ｍ
  ｽｸｰﾙｿﾞｰﾝ標示:300㎡
  滑止舗装:700㎡
  視覚障害者誘導ﾌﾞﾛｯｸ:1,823ｍ
　案内標識:3基　防護柵:280ｍ

土木費 道路橋りょう費 交通安全施設
費  
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

生き物の生息できる環境づく
り（ビオトープづくりの推進）

1,802 0 協働
・ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟ推進地区の整備
   都立戸山公園を中心とする衛星拠点の

　 区民との協働による整備

・カブトムシの育成講座の実施

土木費 土木管理費 緑化推進費

・神田川生き物実態調査
・学校ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟの推進

みどりの文化財の拡充（保護
樹木等の拡充）

7,882 0

　樹木、樹林等の保護助成
　 指定樹木  1,120本
　  1本目9千円  2本目以降4.5千円
　 指定樹林  43箇所
　  1,000㎡まで9千円  以降1,000㎡毎4.5千円

土木費 土木管理費 緑化推進費

 　指定生垣  45件
  　20ｍまで900円/ｍ  以降450円/ｍ

みどりのリサイクル 98 0 　区有地を利用して、区民の樹木を引き
　取り再利用

土木費 土木管理費 緑化推進費

 

緑化意識の啓発 4,276 500
拡充

協働

　区民緑化の推進
 ・みどりの協定

   区民等:60件　1年目@20,000円
 　 　　　　　  2年目@15,000円 3年目@10,000円
   団　体:15件  @200,000円

土木費 土木管理費 緑化推進費

 ・地域密着型みどりのｲﾍﾞﾝﾄ
   3回/年
 ・緑化推進コミュニティ事業<新規>
   常設プランター、植栽等の整備を町会等
　 コミュニティ団体との協働で実施
 ・みどりの協力員制度の発足
　 区民との協働を推進するための
　 コーディネーター役の発掘・育成

安心のみどり整備（生垣等の
助成）

2,961 2 　接道部緑化の助成  14件
　 生垣新設 　　    @15,000円/ｍ限度
　 植樹帯新設　　   @10,000円/ｍ限度

土木費 土木管理費 緑化推進費

財産収入 　 ﾌﾞﾛｯｸ塀撤去加算　@10,000円/ｍ限度

みんなでみどり　公共施設緑
化プラン

23,856 0 協働

　区民等との協働による区有公共施設の
　緑化推進
   学校緑化：9校　壁面緑化：5ヶ所
　 護岸緑化：神田川及び妙正寺川沿い
　 道路緑化：植樹帯1ヶ所
   芝生緑化：維持管理等

土木費 土木管理費 緑化推進費
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

空中緑花都市づくり 4,266 0
拡充

協働

　地域の特性を生かした緑化推進の仕組み
　づくり
・緑化計画書制度の充実
　 緑化指導、緑化計画書手引きの作成等

土木費 土木管理費 緑化推進費

・ＮＰＯ及びﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体との協働
　 屋上緑化見本園活用講座等の実施
　 による都市建築物緑化普及啓発

・建築物緑化モニター制度の発足
 　屋上緑化・壁面緑化等の効果、費用、
　 将来性などを区民等との協働で検討

サポーター制度による街路樹
再整備

2,294 0
拡充

協働

　区民等との協働による区道の街路樹・植
　樹帯等の再整備
   2路線→15路線
　 清掃用具の貸出、活動表示板作成等

土木費 道路橋りょう費 道路維持費

アユが喜ぶ川づくり 447 0 協働
　「神田川ﾌｧﾝｸﾗﾌﾞ」の活動を核に、区民に
　身近な視点での河川行政促進の仕組み
　づくり

土木費 土木管理費 土木総務費

みんなで考える身近な公園の
整備

8,270 0
新規

協働

　地域特性と利用ニーズを反映した区民
　参加による公園づくり
　 やまぶき児童遊園の改修

土木費 公園費 公園新設改良費
 

サポーター制度による公園管
理

903 0 協働
　公園のサポーター
　 区民・団体等　42組
　 清掃、除草、植栽管理、花壇管理、
　 児童保護等

土木費 公園費 公園管理費

鉄道網の整備促進 40 0 　公共交通の整備促進

土木費 都市計画費 都市計画推進費

交通結節点の整備推進(中井
駅周辺)

80 0 　推進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費

交通バリアフリーの整備促進
（基本構想の作成）

5,448 0
　交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ法に基づく基本構想の作成
　 重点整備地区について基本構想を作成
　 2地区

土木費 都市計画費 都市計画推進費  
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

再開発による市街地の整備
(新宿三丁目東地区)

2,100 1,000
　新宿三丁目東地区
　 約0.6ha
   共同施設整備費補助

土木費 都市計画費 都市計画事業費

国庫支出金

再開発による市街地の整備
(西新宿五丁目中央地区)

160 0 　西新宿五丁目中央地区
　 約2.0ha

土木費 都市計画費 都市計画推進費

再開発による市街地の整備
(西新宿八丁目成子地区)

611,700 305,750
　西新宿八丁目成子地区
　 約2.7ha
   調査設計計画費等補助

土木費 都市計画費 都市計画事業費
国庫支出金

再開発による市街地の整備
(西新宿六丁目西第７地区)

61,900 30,900 　西新宿六丁目西第７地区
　 約0.3ha
    共同施設整備費補助

土木費 都市計画費 都市計画事業費
国庫支出金

再開発による市街地の整備
(西新宿六丁目西第6地区)

287,300 143,600
　西新宿六丁目西第６地区
　 約1.7ha
   調査設計計画費等補助

土木費 都市計画費 都市計画事業費
国庫支出金

再開発による市街地の整備
(西富久地区の共同化推進)

200 0   西富久地区
　 約2.5ha

土木費 都市計画費 都市計画推進費

地域別市街地整備の推進(神
楽坂地区)

2,417 1,500 拡充 　神楽坂一丁目～六丁目等
　 約14ha

土木費 都市計画費 都市計画推進費

国庫支出金
1,000

都支出金
500

協働 　 神楽坂路地（石畳）案内サインの作成・設置
    <新規>（地元ＮＰＯとの協働により実施）

地域別市街地整備の推進(若
松町・河田町地区)

150 0 　若松町・河田町地区
　 約35ha　推進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費
 

住民の自主的・主体的なまち
づくりへの支援

2,197 0 協働 　まちづくり事業の支援
　 まちづくり活動に対する相談・事業助成

土木費 都市計画費 都市計画推進費

 

　 まちづくり団体運営助成　3団体
   まちづくり普及啓発事業
   まちづくり最前線ﾏｯﾌﾟの作成
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

都市防災機能の向上(木造住
宅密集地区の整備推進)

86,877 55,260

　木造住宅密集地区整備推進
　 西新宿地区 約39ha  北新宿地区 約69ha
　 大久保・百人町地区 約46.5ha
　 若葉・須賀町地区 約15.6ha
　 上落合地区 約47ha
　 赤城周辺地区 約17ha　計6地区(ただし、
　 新規助成は不燃化領域率60%未満の地区)

土木費 都市計画費 都市計画事業費

国庫支出金
26,360

都支出金
28,900

・建替資金利子補給　　　　　　　 6,611千円
・建替促進助成　　　　　　　　　　46,390千円
・公共施設整備　　　　　　　　　　21,092千円
    若葉2-12地区 道路用地取得等
・整備計画作成等 　　　　　　　　12,784千円

百人町三・四丁目地区の整
備推進

2,945 0   
　百人町三・四丁目地区
　 約33.3ha　都市整備用地の管理等

土木費 都市計画費 都市計画事業費  

安全・安心な建築物づくり 133 0 　建築物の安全性を高めるための啓発、
　指導及び相談等

土木費 建築費 建築行政費

　中間・完了検査受検率向上に向けた啓発等
　定期報告率向上に向けた指導等
　既存建築物防災調査(安全点検・防災指導) 年2回
　建築相談(建替・防災等) 月1回

区営住宅の供給 184,929 199,908 拡充 ・借上区営住宅共同施設整備費等補助

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 71,544千円

土木費 住宅費 ①住宅助成費
　　　　　　　　　  ②住宅管理費

使用料及び
手数料
102,839

国庫支出金
38,827

都支出金
35,987
繰入金
16,573
諸収入
5,682

　 借上住宅の新規供給 24戸
   共同施設整備費及び設計費補助
 

・区営住宅の管理運営　　　　 113,385千円
　
   管理戸数　347戸

区民住宅の供給 25,378 25,289 　区民住宅の管理運営

土木費 住宅費 住宅管理費

使用料及び
手数料
13,102

国庫支出金
4,396

都支出金
764

繰入金
6,338
諸収入
689

　 管理戸数　11戸
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３　安全で快適な、みどりのあるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

民間賃貸住宅家賃助成 83,952 82,560 ・ファミリー世帯
　 新規50世帯  限度額 月30千円 5年間
　 （継続192世帯)

土木費 住宅費 住宅助成費

財産収入
2,837
繰入金
79,723

・単身世帯
　 新規30世帯  限度額 月10千円 3年間
　  (継続75世帯)

住み替え家賃等助成 31,053 30,941
・高齢者世帯、障害者世帯、ひとり親世帯
　 家賃基準額：単身世帯 85千円上限
　　　　　　　 二人以上世帯 105千円上限
　 転居一時金：都補助基準額の3ヶ月分上限

土木費 住宅費 住宅助成費

都支出金
5,953
繰入金
24,988

　  都補助制度の見直しにあわせ、
　  新規受付は平成16年度まで、
　  助成期間は2年間、
　  また継続者は平成18年度で終了

分譲マンションの適切な維
持・管理への啓発

580 0 協働
・マンション管理ｾﾐﾅｰの開催
　 区単独開催 1回　都心4区共同開催 1回

・マンション管理相談等

土木費 住宅費 住宅総務費

　 管理組合交流会を立上げ、管理組合の
　 ネットワーク化を誘導

住宅建設資金融資あっせん 884 762
　利子補給
　　年利１％で算出した償還期間中の
    利子総額の月割額を補給期間中に
    限り補給

 

繰入金

土木費 住宅費 住宅助成費

都心共同住宅供給事業等の
推進

53,744 40,062   　１地区(継続地区 1地区)

土木費 都市計画費 都市計画事業費

国庫支出金
26,708

都支出金
13,354

    若葉2-12地区
    共同施設整備費等補助

主要な生活道路の整備推進 80 0 　推進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費

細街路の拡幅整備 149,403 600 ・拡幅整備工事　　　　　　　　  99,972千円
 220件

土木費 建築費 建築行政費

使用料及び
手数料

・助成金　　　　　　　　　　　　　  11,032千円
　 測量 10件　整地工事 22件

・測量委託　　　　　　　　　　　   33,120千円
　 160件

・事務費等　　　　　　　　　　　　  5,279千円

合 計 2,616,023 1,236,926 56事業

　　　　　　  　     限度額　件数 償還期限 補給期間
建設・新築購入　   15,000千円 4件 30年以内 10年以内
増改築資金(修築)    3,000千円 2件 10年以内  5年以内
増改築資金(ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ) 5,000千円 2件 10年以内  5年以内
公共事業移転資金   15,000千円 1件 30年以内 10年以内
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４　にぎわいと魅力あふれるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

中小企業活性化支援 2,018 0
　経営支援
  ・経済講演会 ・経営者ｾﾐﾅｰ ・染色講演会
  ・女性起業家講座 ・創業支援講座
  ・経営支援講座

産業経済費 商工費 商工振興費

ＩＴ化促進支援と産業情報の
受発信

2,395 0
・ＩＴ化促進支援　　　　　　　　　   1,583千円
　 ﾊﾟｿｺﾝ教室の運営
   ITｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣

産業経済費 商工費 商工振興費

・産業情報の受発信 　　　　　　     812千円
　 しんじゅく産業ネットの運用

工業活性化支援事業の推進 13,890 5,297 　都の補助事業を活用して区内工業の
　活性化を推進（平成16年度まで）

都支出金 ・区主催事業等　　　　　　　       3,141千円
　 優良企業・従業員表彰等

産業経済費 商工費 商工振興費

・補助金対象事業   7事業　    10,749千円
 　新製品・新技術開発支援
 　講座・講習会開催助成
 　発表・展示会開催助成
　 情報ﾈｯﾄﾜｰｸ化支援
 　その他の事業

商店街ステップアップ支援事
業

2,015 1,000 　商店街の自主的な研究会、調査、計画
　策定、商圏拡大・ＰＲ事業等への支援

産業経済費 商工費 商工振興費

都支出金 　 補助率：2/3　助成限度額：300千円

キラメキ個性ある商店街づくり
支援事業

75,073 40,000

　商店街が実施する魅力ある商店街づくり
　事業への支援

・商店街事業助成金　　　　　　 60,000千円
　 補助率：2/3　助成限度額：20,000千円

産業経済費 商工費 商工振興費

都支出金 ・店舗支援事業助成金　　　　　15,000千円
　 補助率：3/4　助成限度額：7,500千円

　 対象事業
　　 施設整備事業
　　   街路灯、ｶﾗｰ舗装、商店街共同施設等
　　 IT活用事業
　　 　ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ開設、ﾈｯﾄ販売等
　　 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ事業
　　 　空き店舗活用事業、ﾘｻｲｸﾙ推進事業等
　　 その他意欲とｱｲﾃﾞｨｱをもって提案する商店街
　 　活性化事業
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４　にぎわいと魅力あふれるまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

ふれあい元気あふれる商店
街支援事業

63,030 45,000 拡充

　商店街が実施する集客力を高めるための
　活動、地域貢献、環境対策に資する行事
　ｲﾍﾞﾝﾄ等、商店街活性化事業への支援
　 助成規模拡充 36,000千円→63,000千円

産業経済費 商工費 商工振興費

都支出金 　 補助率：2/3
　 助成限度額：2,000千円
   （1商店街 2事業 3,000千円まで）
   対象事業
　　 盆踊り、縁日、青空市等のｲﾍﾞﾝﾄ、
　　 ｸﾘｽﾏｽｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝ等商店街装飾事業など

消費者学習の充実 282 0  　消費者教育の一環として、学習の場を提
　供し、「かしこい消費者」の育成を図る

産業経済費 商工費 商工総務費

　 出前講座  6回  各回50名
　  (専門家及び消費生活相談員による)

ﾎﾟｲ捨て防止ときれいなまちづ
くりの推進(空き缶・吸い殻等
の散乱防止啓発)

23,394 0
拡充

協働

・ポイ捨て防止意識の啓発　　　　1,506千円
　 散乱防止計画の策定
　 街頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ　3会場 年4回(計12回)
　 地元独自の美化活動等への支援等

環境費 環境保全費 環境保全総務費

 

・歩きたばこ防止啓発活動　　　　1,998千円
　 ﾎﾟｽﾀｰ・横断幕による啓発
　 (新宿駅、高田馬場駅)
   街頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ(6箇所)
   ｷｬﾝﾍﾟｰﾝｶｰによる啓発等

・ごみ入れ兼灰皿の撤去等　　 19,890千円
  <新規>新宿駅及び高田馬場駅周辺で実施

新宿駅東西自由通路の整備
促進

80 0
　促進事務費

土木費 都市計画費 都市計画推進費
 

新宿駅東口地区の整備推進 22,101 6,000 拡充
　新宿駅周辺地区整備計画調査の実施等
　 調査委託等

土木費 都市計画費 都市計画推進費

国庫支出金  

合 計 204,278 97,297 10事業
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５　身近な環境に配慮した、地球にやさしいまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

公害の監視・規制・指導の充
実

25,592 253 ・公害の規制指導　　　　　　　　　2,689千円

使用料及び
手数料

・測定調査　　　　　　　　　　　　　22,733千円
　 大気質等測定調査  3調査
　 酸性雨実態調査  3所  2回
　 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類調査   4所  4回
　 環境測定ｼｽﾃﾑの維持管理

環境費 環境保全費 環境保全推進費

・工場台帳等情報管理システム　　170千円

循環型社会形成に向けた普
及啓発

6,131 100

・啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成・配布　　　4,413千円
　 ごみの出し方
　 　日本語版 200,000部  事業所版 10,000部
　 　外国語版  10,000部
　　　(英語、中国語、ハングルの3ヵ国語版)
　 児童向け冊子 3,000部
   事業者向けﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ 2,000部
   事業所排出ごみ減量ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等

環境費 資源清掃費 資源清掃総務費

諸収入 ・その他普及啓発活動　　　　　　1,718千円
　 施設見学会　児童向け講座
　 簡易包装推進ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
　 ﾘｻｲｸﾙ功労者表彰　地区ｲﾍﾞﾝﾄ参加
　 生ごみ処理対策

資源回収の推進 584,340 80,101 拡充

・リサイクル活動団体への支援  70,380千円
　 集団回収　310団体→398団体
　 活動支援用具の支給及び貸与
　  (台車、物置、空き缶圧縮機等)
 　牛乳ﾊﾟｯｸ回収拠点　30拠点

使用料及び
手数料
49,433
諸収入
30,668

・古紙の回収(新聞、雑誌、段ﾎﾞｰﾙ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   152,675千円
　 収集計画量 13,946ﾄﾝ
　 週１回の資源回収日、区内ごみ集積場

・びん・缶の分別回収　　　　　267,815千円
　 週1回　拠点回収
　 家庭系びん缶回収
　　 151,309世帯・約2,560箇所
   事業系びん缶回収
     37,613事業所

・ペットボトルの回収                91,033千円
　 ｽｰﾊﾟｰ・ｺﾝﾋﾞﾆ等から週3回回収
　 区内約250箇所
　 容器包装ﾘｻｲｸﾙ法によるﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙのﾍﾞｰﾙ化

環境費 資源清掃費 ﾘｻｲｸﾙ推進費

・乾電池の回収　　　　　　　　　　 2,437千円
　 回収拠点  73箇所
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５　身近な環境に配慮した、地球にやさしいまち 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

環境保全思想の普及・啓発 3,247 0

　普及啓発活動
　 夏休み親子体験教室  親子20組
　 冬期自動車交通量抑制対策
　 環境ﾊﾟﾈﾙ展　環境絵画展
　 神田川ﾌｧﾝｸﾗﾌﾞの支援
　 ｴｺﾁｪｯｸﾉｰﾄの作成等

環境費 環境保全費 環境保全推進費

環境学習情報センターの整
備

26,742 0
新規

協働

　区と区民・ＮＰＯ・事業者等との協働
　による環境問題への取り組み推進の
　拠点として整備
　 区民ギャラリーの２階部分を環境学習情報
　 センターとして整備し、区民ギャラリーと
   あわせて指定管理者に管理運営等を委託
　 (利用料金制度を採用)
   環境学習情報センター開設　平成16年6月5日
　 開館時間　午前10時～午後9時
　 　　　　 （区民ギャラリーは午後6時まで）
　 開 館 日　第4月曜日と年末年始(12/29～
             1/3)を除く毎日
 　展示室・研修室の貸出(有料)

環境費 環境保全費 環境保全推進費

・管理運営委託　　　　　　　　　 20,469千円
　環境学習情報センター分の施設管理、
　講座・講演会等の開催、展示、
  情報誌の作成等

・施設整備等　　　　　　　　　　　  6,273千円
　 間仕切り等工事
　 ＯＡ機器・印刷機・図書資料購入費等

環境行動指針の推進 78 0 　区民、事業者への普及啓発
　 講演会等

環境費 環境保全費 環境保全推進費

ISO14001認証取得 1,574 0 　ＩＳＯ１４００１の推進

環境費 環境保全費 環境保全推進費
 

　 ISO14001定期審査　職員研修等

環境基本計画の推進 700 105 　環境白書の発行等
　 環境白書 500部

環境費 環境保全費 環境保全推進費
諸収入

環境保全活動の支援 1,009 0 ・環境団体に対する事業助成　　　418千円
　 1団体　50,000円限度　8団体
   こどもエコクラブの活動支援

  ・エコライフ推進員の活動　　　　　 591千円

環境費 環境保全費 環境保全推進費

合 計 649,413 80,559 9事業
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６　構想の推進のために 単位：千円

計 画 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

区政情報センターの設置・運
営

3,530 0 拡充

　区政情報センターの運営
　・中央図書館区役所内分室・行政資料ｺｰﾅｰ
　　行政資料の閲覧、貸出等
　・区民相談ｺｰﾅｰ
　　区民相談及び外国人相談
　・情報ｺｰﾅｰ
　　電話による案内、情報公開制度の案内、
　　有償刊行物頒布、区政情報提供（区民
　　操作）用ﾊﾟｿｺﾝ2台、
　　待合ｺｰﾅｰでﾋﾞﾃﾞｵ上映

総務費 総務管理費 ①広報費
                           ②庁舎管理費

　 区役所本庁舎1階
　 月～金曜日　午前8時30分～午後5時
   照明の増設（照度アップ）
   図書等資料購入費の拡充
  　 615千円→1,752千円

財務会計・文書管理等システ
ムの導入

433,523 0

　財務会計・文書管理等総合的な事務処理
　システムの導入・運用
  平成16年4月稼動
　  総合文書管理(電子決定含む)
　  行政評価システム
    情報公開支援システム
  平成16年6月稼動
　  庶務事務システム
  平成16年9月稼動
　  予算編成系財務会計システム
  平成17年1月稼動
　  執行系財務会計システム

総務費 総務管理費 ①企画調整費
　　　　　　　　　　②電子計算事務費

・導入関係経費　　　　　　　 　 195,988千円
・運用関係経費　　　　　　　　　237,535千円

事業別行政コストの分析 8,264 0
　事業別行政コスト計算書の作成
  ・事業マネジメントのツールとして活用
  ・区民へコスト情報・選択肢を提示し、
    施策を再構築

総務費 総務管理費 企画調整費

・コンサルタント委託　　　　 　     7,350千円
・報告書作成等                          914千円

建築行政情報サービスの推
進

10,028 0   建築基準法の改正や民間のＯＡ化の進展
  に対応するため建築行政のＯＡ化を推進

土木費 建築費 建築行政費

　 地図情報ｼｽﾃﾑの機能拡張
　 確認済敷地、概要書の入力等

区公共施設の保全計画の推
進

34,196 0 新規 　区公共施設の計画的保全を推進

土木費 建築費 建築総務費
 

　 保全業務支援システムの導入
　 現況調査及び劣化度調査実施等

合 計 489,541 0 5事業
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章 予算額 特定財源 事業数
千円 千円

１　健康でおもいやりのあるまち 2,842,789 1,414,325 52

２　ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち 1,123,719 251,584 34

３　安全で快適な、みどりのあるまち 2,616,023 1,236,926 56

４　にぎわいと魅力あふれるまち 204,278 97,297 10

５　身近な環境に配慮した、地球にやさしいまち 649,413 80,559 9

６　構想の推進のために 489,541 0 5

合 計 7,925,763 3,080,691 166

事業数は予算計上された実施計画事業数です
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Ⅴ 新規事業

 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

議会事務局　　　　１事業
  

 
  

議員政治倫理条例懇談会の
運営

1,150 0

　区議会議員の政治倫理に関する条例
　の制定に向け、懇談会を設置し、条
  例に盛り込むべき内容等を検討
　　懇談会委員　17名
　　  学識経験者 2名 一般公募区民 5名
　　　区議会議員 8名 事務局職員 2名
　　懇談会開催　10回

企画部　　　　　　　４事業
  

 
  

外国語版生活情報紙の発行 4,980 0
Ａ04
P.36

　外国人向け目的別生活ガイド 10種
　　①非常時 ②届け出 ③税金／保険 ④健康／医療
　　⑤こども ⑥福祉 ⑦生活のルール ⑧公共施設
　　⑨しごと ⑩相談
　　各A4版・12ページ・1,000部
　　日本語（ルビつき）、英語、中国語、ハングル
    の4分冊
　　各言語別に用紙を色分け

ホームページのバリアフリー
化

3,150 0
Ａ04
P.33

　高齢者等のデジタルデバイド解消の
　ため、区のホームページに文字拡大
　及び読み上げ機能を付加
　  文字拡大・読み上げソフトの導入

外郭団体の経営分析及び経
営改善調査委託

9,450 0

　指定管理者制度への移行等施設管理
　及び区の外郭団体の今後のあり方を
　総合的に検討
　  新宿文化センター（新宿文化・国際交流財団）
　  総合体育館（新宿区生涯学習財団）
　    経営分析及び評価をコンサルタントに委託

総合行政ネットワークシステム
の推進

16,580 0

　電子区役所の構築及び運用
　  総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）システム
　  の構築・運用
　  公的個人認証の運用
　  電子自治体共同運営の推進

総務部　　　　　　　５事業  

庁舎窓口環境の整備 3,660 0
Ａ04
P.36

 
　 窓口カウンターお客様用椅子の更新
　   176脚
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明

男女共同参画推進条例の普
及

1,484 0

  「新宿区男女共同参画推進条例」の
  周知等
　 条例施行記念事業
　　 基調講演及びパネルディスカッション
　　 平成16年7月開催予定
   パンフレットの作成・配布
　 　10,000部

蔵書の更新及びデータの電
子化(男女共同参画推進セン
ター)

6,476 0
Ａ04
P.36

　情報提供機能を高めセンターの利用
  を促進
　 蔵書の更新  500冊
   蔵書データの電子化

防災意識啓発用ＣＧの開発
及び家具転倒防止器具の取
付促進(防災思想の普及）

7,376 0
Ａ04
P.34

・防災意識啓発ＣＧの開発
    シミュレーション（建物倒壊、家具転倒）
　  新宿区地域危険度マップ
　  防災関係施設表示
　　※都市計画部建築課との協働開発

・家具転倒防止器具取付促進
　  区あっせん器具のカタログ作成・配布

　    5,000部
　  器具の無料取付
　　  自力での取付が困難な世帯  300世帯

安全で安心して暮らせるまち
づくりの推進

2,416 0

計画
P.55

協働

  「新宿区民の安全・安心の推進に関す
　る条例」に基づく重点地区への支援等
   指定重点地区 10地区
     重点地区ステッカー
　　 標語入りジャンパー
　　 周知用チラシ
　 安全パトロール協力団体 2団体
　　 パトロール用腕章
　　 協力団体シール

区民部　　　　　 　11事業

外国人登録事務補助員制度
の運営(外国人登録法に基づ
く事務)

8,623 0

  窓口の混雑緩和及び事務の効率・効
　果を高めるため、外国語の堪能な非
　常勤職員を雇用
　  3名（英語、中国語、ハングル）
　　※正規職員1名減

滞納整理支援システムの導
入

22,170 0

  滞納整理支援システムを導入し、歳
　入確保・収入率向上を図る
　  システム導入経費及びデータセット
　　アップ事務補助賃金
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

協働推進基金 3,690
1,001

財産収入
1

繰入金
1,000

Ａ04
P.37

協働

  地域との協働を推進するため、多くの
　区民・団体が支える「協働推進基金」
　を設置し、ＮＰＯに対する財政支援体
　制を築く
    基金積立金 2,001千円
　　ＮＰＯ法人への助成 1,000千円
　　パンフレット作成等

協働支援会議の運営 1,015 0 協働

  ＮＰＯ・社会福祉協議会などで構成
　する中間支援組織を設置し、協働事
　業の推進体制を整備
    協働事業に対するコンサルタント
　　協働推進基金の助成事業に対する意見等
　　学識経験者 1名　ＮＰＯ 2名
　　ボランティア活動を行う区民(公募) 2名
　　新宿区社会福祉協議会 1名　区職員 1名

町会・自治会等活性化への
支援

856 0 協働

  加入率の低下などの課題を抱える町
　会・自治会等に対し、協働のパート
　ナーとして、その活性化に向け、側
　面的に支援
　　ポスター・チラシの作成等

地域課題への取組み 6,935 0

Ａ04
P.36

協働

  特別出張所の課題別地域会議を、区民
　参画の場として位置づけ、各地域が抱
　える様々な課題について、解決に向け
　た取組みを支援
　　まちの美化
　　安全・安心マップの作成
　　地域福祉見本市
　　生活環境マップの作成等

ボランティアコーナーの設置 2,356 376
都支出金

Ａ04
P.37

協働

  ボランティア活動希望者とボランティ
　アを必要とする人との橋渡しを目的と
　して、全所にボランティアコーナーを
　設置し、区民のボランティア活動及び
　活用を促進
　　未設置の7所に設置

戸塚特別出張所の移転 30,820 0

　施設の老朽化が著しいため移転
　　現社会福祉協議会使用施設を、同協議会の
　　移転後、一部改修のうえ出張所として使用
　　平成16年6月末移転
　　現出張所解体工事
　　移転先施設改修等工事及び耐震診断調査
　　備品整備及び移転運搬費等
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

落合第二特別出張所等区民
施設の建設に伴う設計委託
等

26,089 0
計画
P.50

　基本設計及び実施設計等
　　計 画 地　中落合四丁目2273番1
    敷地面積　915.70㎡
　　設計委託等
　　土地使用貸借
　　説明会の開催等
　　※平成17・18年度建設工事
　　　平成19年度開設

観光市場調査等(観光施策の
推進)

2,400 0

Ａ04
P.37

協働

　
  区の商工施策の要である地場産業や近
　隣型商店街の活性化を図る視点から、
　来街者等の興味関心を高め、区内各地
　の魅力を高める取組みを推進
　　(仮称)「新宿はにぎわいも一番観光資源発掘
　　協働委員会」の設置<立教大学との協働>
    　委員 5名（学識経験者 1名、その他 4名）
　　　開催 6回
　　観光資源の発掘、ルート調査及び市場調査等

ベンチャー企業道場しんじゅ
く

3,500 0

　
  新宿の地域特性を活かしたコミュニテ
　ィビジネス創出に向け、講座や融資な
　どの事業との連携により総合的に中小
　企業の創業を支援
　　経営・財務等の専門家を長期間継続的に派遣
　　し、企業の発展段階に応じたアドバイスを行
　　い、成長・発展をサポート
　　指導企業の公募
　　育成企業選定審査会
　　　審査員 5名(公認会計士、中小企業診断士等)
　　企業育成指導
       5企業(審査会で選定)に専門家を派遣 12回
　　成果発表会
　　　育成指導企業に成果発表を義務付け

福祉部        　　18事業

新宿区社会福祉事業団の事
務改善(新宿区社会福祉事業
団運営助成)

35,911 0

  経営改善委員会報告に基づく根本的
　な事務改善実施の基盤づくりを支援
   事務局の北新宿特別養護老人ホームへの
　 移転
   事務情報のネットワーク化
　 経営等の専門家による指導等

障害者福祉の手引の発行 3,004 0

  障害者福祉の手引(平成16年版)の
  発行
　   8,000部
    あわせて、点字版及び音声テープ版を作成
　 　(区立図書館等で閲覧・貸出)
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

障害者計画の推進 1,227 0

  障害者計画(平成13～19年度)の
  見直し
　 支援費制度施行(平成15年4月)を踏まえ、
   今後の障害者施策のあり方を検討し、必
　 要に応じて平成17年度以降の施策の修正
   又は追加を行う

障害者位置探索システム利
用助成

200 0
  助成対象　区内在住の障害者とその家族等
　助 成 額  初期費用の実額(限度額 10千円)

知的障害者通所授産施設の
開設(福祉作業所の管理運
営)

38,452 215,260
使用料及び

手数料

  平成16年4月、知的障害者福祉法に
　基づく通所授産施設として開設
　 給食サービスの開始
　 新宿福祉作業所
     給食調理委託 80食
   高田馬場福祉作業所
  　 給食調理委託 60食

福祉作業所管理運営委託準
備

9,476 0

  高田馬場福祉作業所管理運営委託
　の準備
　 平成17年度からの管理運営委託に備え
　 準備委託を実施
   プロポーザル実施 平成16年7月～9月
　 選定委員会の開催 4回
　 準備委託 平成16年10月～17年3月

次世代育成支援計画の策定 4,352 200
諸収入

  次代を担う子どもが心身ともに健やか
　に育つための環境を整備する総合的な
　次世代育成支援計画を区の行動計画と
  して策定
　 先行策定自治体として平成15年度策定の素
　 案をパブリックコメント制度、地域説明会
　 等で区民に提示し、意見を聞き、本計画を
　 策定
　  計画期間 平成17～21年度の5年間
    策定協議会 4回開催 委員 10名
      学識経験者 2名 その他 8名(公募区民 2名)
    地域説明会 5回開催
　　シンポジウム 1回開催

　　計画書作成
　　　簡易版 20,000部 詳細版 4,000部
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

北山伏子育て支援協働モデ
ル事業

6,223 0

Ａ04
P.32

協働

  北山伏保育園廃園後の施設を活用し
　た協働による子育てを支える取組み
　への支援
　  広く区民の参加を呼びかけ、ワークショップ等
　　の実施により、具体的な子育て支援事業の提案
　　を受け、活動内容を決定
    子育て支援協働モデル事業への助成等

区民とつくる子育て情報局 4,656 0

Ａ04
P.32

協働

  区民との協働による子育てに関する
　総合的なポータルサイトの構築
　  区民の子育てグループ等によるサイトの
　　作成及びＷｅｂサイトを活用した子育て
　　に関する情報収集・発信等の運用を支援
    Ｗｅｂサイト作成講習会・ワークショップの
　　実施
　　Ｗｅｂサイト導入・運用管理に対する助成等

プレイパーク活動への支援 624 0

Ａ04
P.32

協働

  区内の公園でプレイパーク活動を行
　うボランティア・ＮＰＯ団体との協
　働により、児童が安心して遊べる環
　境づくりを促進
　 プレイリーダー報酬の一部を助成
　 2団体

子育て仲間づくり事業 340 0

Ａ04
P.32

協働

  子育てに関する地域住民同士による
　支え合い活動への支援
　  榎町児童センターのソーシャルワーカーを
　　活用し、社会福祉協議会との連携のもと、
　　子育てに関するサロン活動を支援
　　「子育てサロンを考えるつどい」等子育て
　　サロンに関する普及啓発講座の開催等

待機児童解消緊急対策(保育
所への保育委託、保育所の
管理運営)

122,365

105,638
分担金及び

負担金
40,639

国庫支出金
43,333

都支出金
21,666

計画
P.40

　
  待機児童の解消を目指し、保育園の
　定員の拡充、弾力運用を実施
　 定員拡充
　 　区立保育園  7園  55人
　 弾力運用
　 　私立保育園　5園　36人
　 　区立保育園 17園 113人
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

原町みゆき保育園の開設(保
育所への保育委託)

218,948

86,364
分担金及び

負担金
34,654

国庫支出金
33,844

都支出金
17,866

計画
P.38
P.39

　
  平成16年4月開設(民設民営保育園)
　　定員　160人(0～2歳児79人、3～5歳児81人)
　　運営　社会福祉法人「幸会」
・保育所の定員及び配置の適正化 81,963千円

 　3～5歳児に係る運営費補助
・低年齢児保育の充実  　　    136,985千円

   0～2歳児に係る運営費補助
　 その他関連事業を合わせた経費総額
　 301,578千円(一般財源 193,372千円)
　 関連事業
　 延長保育の充実、休日保育の実施、
　 一時保育の充実、病後児保育の充実、
　 地域子育て支援事業

私立保育所等整備事業者の
選定（下落合保育園の改築）

132 0
計画
P.39

　
  待機児童解消策の一環として、下落合
　保育園を私立保育園として建替え、定
　員の拡充と多様な保育サービスの提供
　を図る
　  現下落合保育園(区立)　定員  65人
　  平成18年度末で廃園
    新保育園(民設民営)　  定員 115人
    平成19年4月開設予定
    (学童クラブ事業も実施)
    整備事業者の選定

下落合保育園仮園舎整備 108,040 103,833
繰入金

計画
P.39

　
  建替えに伴う仮園舎の整備
　 戸塚第三幼稚園(休園)を仮園舎として
　 使用するための改修等整備
　 使用期間　平成17年4月～19年3月
　 仮園舎での定員　87人

児童指導業務委託 93,119 880
分担金及び

負担金

計画
P.40

　
  平成16年4月より児童指導業務を委託
　 早稲田南町こども館
　 西新宿こども館
　 榎町児童センター

民間学童クラブ運営費等助
成

7,395 2,753
都支出金

計画
P.40

　
  民間学童クラブを開設する事業者
　への助成

榎町児童センター施設整備
(児童館の施設整備)

44,165 21,010
都支出金

計画
P.40

　
  榎町児童センター施設整備
　 中高校生スペース（2階)
   乳幼児スペース（3階）
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

健康部　　　　　　　９事業
（平成15年度所管福祉部  ６事業）
（平成15年度所管衛生部  ３事業）

高齢者地域支え合い活動の
推進

4,564 0

Ａ04
P.33

協働

　
  地域住民の自主的な支え合い活動を推
　進するため、社会福祉協議会に(仮称)
  ふれあいいきいきサロン推進員を配置
  するとともに、高齢者福祉施設等を活
  用した取組みを支援
    新宿区社会福祉協議会に委託
　     普及啓発活動
　　　パンフレットの作成　講座等の開催

介護予防トレーニング教室 14,315 10,735
都支出金

Ａ04
P.33

　
  介護予防プランでアセスメントを受
　けた閉じこもりがちな虚弱高齢者を
　対象に介護予防実践教室を実施
　 区立清風園いこいの家で実施
・若返りパワーアップ体操
   高齢者向けのトレーニング機器を使用し、
   運動機能の向上につながるトレーニング
   を実施
　 10名 週2回・3箇月 3期にわたり実施
・ころばぬ体づくり体操
   転倒予防訓練、情報提供、家族への助言・
　 指導等、転倒骨折や加齢に伴う運動機能の
　 低下を防ぐための教室を実施
　 10名 週1回・3箇月 3期にわたり実施

痴呆性高齢者グループホー
ム整備助成

20,000 20,000
都支出金

計画
P.45

　
  痴呆性高齢者グループホーム
　整備助成
　 2ユニット　定員18人

痴呆ケア向上・普及事業(老
人保健福祉計画等の推進)

149 111
都支出金

計画
P.48

　
  痴呆性高齢者に係る講演会・研修会
　の実施等
　 実施場所 介護老人保健施設
　　　　　 「デンマークイン新宿」
　 リーフレットの作成 1,000部
　 在宅介護支援センター、特別出張所等で
   配布

新宿区シルバー人材センター
高齢者作業所の開設(新宿区シ
ルバー人材センターの運営助
成等)

81,128 0

　
  より多くの高齢者が就労の機会を得ら
　れるよう、授産場を廃止し、シルバー
　人材センター高齢者作業所を開設
　 職業訓練、研修等を実施
　 円滑な事業運営に資するため、平成16年度
　 に限り区職員を派遣
　（細工町・西早稲田 各2名）

 

76 

   



 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

介護保険被保険者実態調査
(老人保健福祉計画等の推
進)

7,395 0

　
  老人保健福祉計画・介護保険事業計画
　見直しの基礎資料とするため、第１号
　被保険者・第２号被保険者の実態調査
　を実施

禁煙支援の推進 2,246 0

Ａ04
P.34

協働

　禁煙補助剤の提供による禁煙実行の
　きっかけづくり及び助言・指導によ
　る禁煙継続支援
　 保健センターの基本健康診査受診者を
   対象に実施
　 年間 350人を予定
　 補助剤の使用方法及び注意事項の説明
   は、新宿区薬剤師会との協働により、
   事業協力薬局で実施

災害時の動物救護体制の整
備

17,521 0

Ａ04
P.34

協働

　災害時における動物の救護活動体制
　を整備
　 柵、ケージ、医薬品等を避難所・動物
   病院等に配備
　 東京都獣医師会新宿支部との事業協力
   のもと、「動物救護連絡協議会」で災
   害時及び事前対策などの具体案を検討
   し、災害応急マニュアル等を作成

健康づくりインターネット相談 3,392 0
計画
P.42

　インターネットを活用した健康相談
　の実施等
　 電子メール機能及びホームページを活
   用した栄養・運動など健康を支える生
   活習慣に関する健康相談及び情報提供

環境土木部     　  10事業

大久保・百人町地区の環境
美化対策

8,082 0

Ａ04
P.35

協働

　区と地域、関係機関・団体との協働
　により、清潔でにぎわいのある、安
　全で安心して暮らせるまちづくりを
　推進
　 ごみの不法投棄・ポイ捨て対策、放置
   自転車対策などを総合的に実施
     環境美化指導員の配置
　　   4時間/日 20日/月 12箇月 6人
　　 監視所の設置（テント等）など
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

環境学習情報センターの整
備

26,742 0

計画
P.66

協働

　区民ギャラリーの２階を環境学習情報
　センターとして整備し、区と区民・Ｎ
　ＰＯ・事業者等との協働により、環境
　問題に関する取組みを推進する拠点と
　して開設
　 平成16年6月5日開設
   開館時間　午前10時～午後9時
　 休 館 日　第4月曜日及び
　　　　　　 年末年始(12/29～1/3)
   展示室・研修室の貸出(有料)
　 講座・講演会等の開催、展示、
　 情報誌の作成等

ごみ性状調査(ごみ減量化等
の推進)

8,115 0

　一般廃棄物処理基本計画（平成11年度
　策定）の改定に向け、区内発生の家庭
　ごみについて、発生及び排出の実態を
　把握するため調査を実施
   組成分析及びアンケート調査等

環境土木部職員の応急処置
事業(職員による応急体制づ
くり)

1,037 0

　環境土木部職員が現場で交通事故や急
　病などによる区民等の生命の危機場面
　に遭遇したとき、応急処置及び救急隊
　への引継ぎが適切にできるよう体制を
　整備
   普通救命講習受講  507人
　 応急手当普及員講習受講  11人
　 救急セット配備　保有車両168台分

自転車駐車場の整備(放置自
転車対策の推進)

48,703 0
計画
P.57

  神楽坂駅自転車駐車場用地取得
　 都有地 154㎡  収容台数 90台

自転車等整理区画の整備
（放置自転車対策の推進）

1,878 0
計画
P.57

  市ヶ谷駅自転車等整理区画
　 平成16年10月開設  収容台数 70台
　
　四ツ谷駅周辺自転車等整理区画
　 平成16年10月開設　収容台数 50台

百人町三・四丁目地区再開
発の道路用地買収（百人町
三・四丁目地区の道路の新設
等）

62,090 0
計画
P.56

  区画街路５号予定地の用地取得
　 民有地 60.51㎡
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

新宿中央公園活性化プラン 35,259 596
使用料及び
手数料

Ａ04
P.35

協働

  新宿中央公園の活性化に向け、各エ
　リアを整備
　  ちびっこ広場
　  子どもたちが安心して遊べる専用の広場
　　福祉部との連携のもと、プレイパーク活動
　　への支援等を推進し、地域住民による広場
　　運営を目指す
　　エリア明示の柵設置
    管理棟設置(管理人常駐)
    貸出遊具(三輪車10台)配備
　　子ども向けイベントの誘致及び仕掛け
　　●ふれあい動物園 2回 ●ミニＳＬ 1回
　  水の広場
    身体障害者仕様便所の設置
　　イベント案内板の設置
　　給排水設備・電気設備配備
　　多目的運動広場
　　バスケットゴールの設置

　　※一部既存事業の見直し削減額を財源充当

みんなで考える身近な公園の
整備

8,270 0

計画
P.59

協働

  地域特性と利用ニーズを反映した
　区民参加による公園づくり
　 やまぶき児童遊園の改修

ひまわり児童遊園の復旧 1,900 1,900
諸収入

  都市計画道路事業（都事業）に伴う
　児童遊園の復旧工事

都市計画部        ９事業

都市計画情報の電子化 2,699 0
Ａ04
P.37

  平成16年度策定の新しい用途地域等の
　都市計画情報（地図情報）をホームペ
　ージにより区民等に提供
   公開情報
　 用途地域等の地図情報

まちづくり事業の支援 4,000 0
Ａ04
P.37

  今後の共生と協働のまちづくりの実現
　に向け、まちづくりに関するわかりや
　すいビデオ教材を作成し、まちづくり
　事業を支援
　 ビデオ作成：地区計画編
　 具体的な取組みの手法紹介
　 課題解決のための手法と実際例
　 (興味が湧くような新宿区の事例を活用)
 　区民の取組み
   将来の新宿区の都市像
　　 30分ビデオ 100本(貸出等用)
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

まちづくり懇談会の運営(まち
づくり懇談会の運営等）

721 0

  新宿新時代を展望し、今後のまちづく
　りの方向性についての検討に資するた
　め、有識者と区長の懇談を概ね１年間
　かけて実施
　 懇談会 4回　有識者 6名
   まちづくりシンポジウムの開催

まちづくり施策検討資料の作
成（まちづくり懇談会の運営
等)

5,217 0

  新宿のまちの未来像を区民、区議会、
　職員が共有できるような資料の作成
　 コンサルタント委託等

高齢者入居支援事業 102 0

  保証人が見つからない高齢者の民間
　賃貸住宅への入居を支援
　 区と協定を結んだ民間保証会社に対象者
   が保証料を支払い、保証委託契約を結ぶ
   ことで、保証会社が家賃等の債務を保証
　 月額家賃等の30％の保証料で２年間保証
　 対象・要件
　 65歳以上の単身又は、65歳以上の者を含
　 む60歳以上のみで構成される世帯
　 区内に現住し、区内の民間賃貸住宅に居
　 住すること
　 緊急連絡先があること
　 保証人が立てられないこと

借上区営住宅共同施設整備
費等補助事業

71,544

71,536
国庫支出金

25,593
都支出金
29,370
繰入金
16,573

計画
P.61

  借上区営住宅の新規供給

　 24戸
   共同施設整備費及び設計費補助

区立住宅使用適正化推進事
業（区立住宅の管理運営）

5,000 0

  弁護士等を活用し、区立住宅使用料
　等の滞納整理を推進
　 明渡し請求訴訟、滞納家賃等請求訴訟など

区公共施設保全計画の推進 34,196 0
計画
P.67

  区公共施設の計画的保全を推進
　 保全業務支援システムの導入
   現況調査及び劣化度調査実施等
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

建築物耐震化支援事業 11,059 0
Ａ04
P.34

・防災意識啓発ＣＧの開発
　 耐震補強の重要性が切実かつわかりやすく
　 理解できるＣＧを作成し、普及啓発に活用
　 ※総務部危機管理室との協働開発
・耐震診断調査費助成事業
　 対象・要件
　 昭和56年５月以前の建築確認による住居系
   木造建築物
   耐震補強工事（簡易工事を含む）を実施す
   ること
   助成額　150千円　20件を予定

教育委員会　　　　10事業

犯罪被害防止啓発冊子の作
成（学校安全対策）

427 0

  子どもの犯罪被害を防止するための
　啓発冊子を作成・配布
　 14,000部
 　小学校新入生、幼稚園新入園児、
　 保育園等に配布

学校安全パトロールの推進
（学校安全対策）

3,000 0

Ａ04
P.35

協働

  地域ぐるみで子どもを犯罪から守るた
　めに、ＰＴＡを中心に町会・商店街等
　との協働により、自転車表示用の警戒
　標識を配布するなど見守り活動を推進
　 警戒標識(パトロールパネル) 10,000枚

地域学校協力体制の整備 13,000 0

Ａ04
P.32

協働

  地域単位の協働による教育力向上を目
　指し、地域の幼稚園・小中学校が連携
　し、教員・司書・保育士等地域の有資
　格者を活用した交流授業等を実施
　 中学校区を基本とする11地区がそれぞれ
　 取組みを推進

小学校給食調理業務委託 81,254 0

  学校給食調理業務の民間委託

　 4校 52クラス 1,417人分
   市谷小学校、東戸山小学校、
　 四谷第六小学校、西戸山小学校
　 学校・ＰＴＡ・委託会社・教育委員会
   で構成する「学校給食運営協議会」を
   設置し、給食内容の充実を図る

中学校給食調理業務委託 39,442 0

  学校給食調理業務の民間委託

　 2校 24クラス 791人分
   四谷中学校、落合第二中学校
　 学校・ＰＴＡ・委託会社・教育委員会
　 で構成する「学校給食運営協議会」を
   設置し、給食内容の充実を図る
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 新規事業 単位：千円

新 規 事 業 名 予算額 特定財源種別 説 明
 

東戸山中学校及び戸山中学
校整備（学校施設の計画的
整備）

99,041 0
計画
P.52

  戸塚・大久保地区中学校の統合
　仮校舎整備
　 東戸山中学校教室改修等
   戸山中学校教室・変電施設改修等

子どもの居場所づくり 4,000 0

Ａ04
P.33

協働

  各中学校とその学区域内の小学校をブ
　ロックとして、スクールコーディネー
　ター・学校長・ＰＴＡ代表で構成する
　「子どもの居場所づくり運営委員会」
　を組織し、放課後や土・日曜日に、学
　校施設を活用した子どもの居場所づく
　り活動を実施
　 平成16年度は、居場所としての定着を
　 目指し、土曜日を中心に実施
　 運営委員会の開催 月1回程度

図書館サポーター制度 100 0 協働
  区民等図書館サポーター希望者を登録
　し、書架整理、図書の補修、読み聞か
　せ等の奉仕活動を協働実施
　 20名を予定

子ども読書活動の推進 722 0
計画
P.54

  新宿区子ども読書活動推進計画
　に基づく普及啓発等
　 児童文学作家による講演会
　 子ども読書活動推進会議の運営
　　 学識経験者 2名　その他 8名
　 啓発ポスター作成等

親しまれる歴史博物館に向け
ての整備及び所蔵資料管理
システムの導入

20,860 0

　
 参加・体験型の魅力ある博物館づくり
 を目指し、施設整備等を実施
   多目的ワークスペースの設置
　 　所蔵資料に直接触れたり、体験学習等
　 　で簡単な作業ができるスペース
　 常設展示室の一部改修
　 　都電の運転席へ登れるようにする等の
　 　常設展示の魅力を高めるための整備
　 案内表示の改善
　 企画展示室及びミュージアムショップの
　 備品整備等
　 所蔵資料のデータベース化
　 　資料管理・点検体制整備
　 　代表的な資料をＷｅｂ上で公開

選挙管理委員会　　１事業

参議院議員選挙の執行 109,748 109,748
都支出金

  任期満了（平成16年７月25日）に
　伴う参議院議員選挙の執行
   選挙期日（想定）
　 平成16年７月11日（日曜日）

合　　　　　　計 1,722,723 751,941 ７８事業
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Ⅵ 拡充事業
 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明

企画部　　　　４事業

ビデオ広報等の製作 9,344 0

A04
P.36

協働

・協働によるビデオ広報の製作(A04)
　 公募区民との協働によりビデオ広報を製作
　 し、区民への貸出、ホームページでの配信
　 を行う
   広報ビデオ(15分) 2本
　 公募・選考→講習→企画会議→取材・撮影
　 →編集・音入れ→ＶＨＳテープ・ＤＶＤ作
　 成→貸出・ホームページ配信
 　撮影の基本等の事前講習実施
　 (区内の専門学校の指導・協力)

・ビデオ広報のデジタル化
   既製作作品のＤＶＤ化 48本

区政情報センターの設置・運
営（区政情報センターの運
営、庁舎の維持管理）

3,530 0
計画
P.67

  照明の増設（照度アップ）及び
　図書等資料の充実

区政モニター活動(区政モニ
ター等による広聴)

1,466 0

  若年層などより幅広い区民層からの
　意見聴取を図るため、従来のモニタ
　ーに加え、アンケートモニターを試
　行的に実施
　 モニター 50名
　 アンケートモニター 300名

行財政改革の推進 5,037 0 協働

  「補助金等検討委員会」の提言を踏
　まえ、協働の視点を取り入れた補助
　金制度導入等補助金の見直しに着手
　 補助金等審査委員会の設置・運営
　 委員 7名(学識経験者 4名 公募区民 3名)

総務部　　　　７事業

私立幼稚園就園奨励補助 37,218 9,300
国庫支出金

  補助単価の改定
  区民税非課税等世帯
　　　　第1子：137,700円
　　　　第2子：180,000円→196,000円
　所得割非課税世帯
　　　　第1子：104,900円
　　　　第2子：157,000円→176,000円など

職員研修の充実（研修事務） 20,575 0
   公共政策研修、事務改善研修、自己啓
　 発研修、ストレスケア＆マインドセミナー
   等職員研修を充実

男女共同参画推進会議の運
営

913 0
計画
P.49

　 新宿区男女共同参画推進条例の施行
　 （平成16年４月１日）に伴い、附属機関
   とし、委員に事業者や地域団体代表等
   を加え、推進会議を充実
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

総合相談 8,286 0

   男女共同参画推進センターに加え、
　 区役所（第一分庁舎）で実施
   男女共同参画推進センター
　　 火曜日～土曜日
　　 弁護士、

　  “性と生”アドバイザー、
　  “家族・しごと”アドバイザー等
　 区役所（第一分庁舎）
　　 月曜日　弁護士等
　 面接相談及び電話相談
　 午前10時～12時　午後1時～4時

青少年問題協議会の運営 2,003 0

   青少年の指導、育成、保護等に関する
　 重要事項の調査・審議を行う青少年問
   題協議会の開催を年１回→２回に拡充
　 委員 37名
　 区議会議員、学識経験者、関係団体代表等

備蓄倉庫等の維持管理 15,954 0
   ろ水機の更新
　 昭和54年度から各避難所等に配備した
　 ろ水機を使いやすいものに更新
　 25台

災害対策用各種水利の確保
及び充実

1,565 0
計画
P.55

   小型防火貯水槽の設置
　  5t貯水槽   1基設置

区民部　　　　２事業

商工業融資資金の貸付等 1,387,799 1,101,217
諸収入

  商工業融資制度の充実
　 商工業資金、小規模企業資金の融資枠の拡
   大及び償還期間の延長、既存債務の返済へ
　 の対応及び債務一本化資金の導入、貸付信
   用保証料補助限度額の引上げ
　 創業資金の充実
　　 貸付限度額　1,500万円→2,000万円
     償還期間　　6年(据置6箇月)以内
　　　　　　　　 →7年(据置1年)以内
　　 利子補給　  1/2→2/3
 　技術・事業革新資金の創設
　　 <対象>
　　 創造法の認定、経営革新支援法・産業再
     生法等の承認を受けた事業者
　　 貸付限度額　1,500万円
　　 償還期間　  6年(据置6箇月)以内
　　 利子補給    2/3

ふれあい元気あふれる商店
街支援事業

63,030 45,000
都支出金

計画
P.64

  助成規模の拡充
　  36,000千円→63,000千円
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

福祉部　　　　19事業

路上生活者対策 34,534 13,151
国庫支出金

・宿泊所入所者等相談援助体制強化
　事業の実施
   ＮＰＯ団体に委託

・緊急一時保護事業の拡充
　 施設への移送　月1回→2回

新宿区社会福祉協議会運営
助成

268,226 0
  ボランティアコーナー職員の配置
　 既配置の3特別出張所に加え、
   戸塚特別出張所に配置

高年齢者就業支援事業への
助成（新宿区社会福祉協議
会運営助成）

26,195 10,800
都支出金

計画
P.38

  求職者の増加に伴い職員を増員
　 3名→4名

利用者保護体制の充実 18,104 10,579
都支出金

計画
P.42

  民間福祉サービス第三者評価費用
　助成の充実
　 在宅系に加え、施設系サービスの
　 評価費用助成を実施
　 在宅系　助成限度額 300千円 30所
　 施設系　助成限度額 600千円  6所

障害者施策推進協議会の運
営

2,022 0

  障害者計画の見直しのため、
　障害者計画専門部会を設置
　 障害者施策推進協議会  4回
　 障害者計画専門部会　4回

地域生活援助（居宅生活支
援費等）

46,546
21,645

国庫支出金
10,685

都支出金
10,960

  知的障害者生活寮の利用増に伴う
　支援費の増

心身障害者通所訓練事業（あ
ゆみの家）

97,853

89,750
使用料及び

手数料
84,674
諸収入
5,076

  医療的ケアの充実に伴う障害者支援
　補助員の新規雇用（１名）及び心理
　指導員勤務日数の増（月6日→8日）

障害者福祉センターの管理
運営

201,095

24,168
都支出金
1,355

使用料及び
手数料
22,813

  給食サービスの拡充
    10名→40名
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

障害者地域生活支援セン
ター事業

7,120 0
計画
P.42

  障害者地域生活支援センターの充実
　 新宿区役所(障害者福祉課)
     ケアマネジメント研修の実施
   あゆみの家
　　 相談事業等の実施
　 障害者福祉センター
　　 地域生活スキルアップセミナーの実施

生活実習所の充実（新宿生
活実習所の管理運営）

164,382 72,457
使用料及び

手数料

計画
P.38

  利用者の増加に伴い、職員(指導員)
　を増員
　 常勤職員　17名→18名

児童手当 972,701
468,598
国庫支出金
396,043
都支出金
72,555

  児童手当支給対象児童の年齢拡大
　 改正前 6歳到達後最初の3月31日までの児童
          (未就学児童)
   改正後 9歳到達後最初の3月31日までの児童
　       (小学校3年生まで)

子どもの人権を大切にするし
くみづくり

1,875 707
都支出金

計画
P.41

  新たに子どもワークショップ及び
　権利意識啓発講座を実施

延長保育利用 228,676

94,281
分担金及び

負担金
10,302

国庫支出金
49,413

都支出金
34,566

計画
P.38

・私立原町みゆき保育園で新規実施
　(計画事業「延長保育の充実」)
    4時間延長保育 40人
・私立エイビイシイ保育園で拡充実施
　(都内初の24時間保育)

休日保育の実施 41,216

15,700
分担金及び

負担金
11,050

都支出金
4,650

計画
P.39

　私立原町みゆき保育園で新規実施
   日曜日及び祝日(12/29～1/3を除く)
   利用定員　50人程度
　 利用時間　午前7時30分～午後6時30分
　 利用料金　1日 3,400円

一時保育の充実（一時保育
利用等）

33,469

13,159
分担金及び

負担金
7,052

都支出金
6,107

計画
P.39

　私立原町みゆき保育園で新規実施
   一時保育専用室(担当職員配置)を
   設けた一時保育
　 10人／日
　 利用料金　1人1日 2,300円

認証保育所利用 185,471 92,735
都支出金

計画
P.39

・民間事業者等の認証保育所運営への
　参入支援（Ａ型）
   4所(新規開設 1所)　定員 120人→176人
・保育室のレベルアップ（Ｂ型）
　 1所　定員21人
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

病後児保育利用 17,242 9,328
都支出金

計画
P.39

　私立原町みゆき保育園で新規実施
   月曜日～金曜日
   利用定員　4人／日
　 利用時間　午前7時30分～午後6時30分
　 利用料金　1日 2,000円

ファミリー・サポート事業 11,581
8,242

国庫支出金
5,495

都支出金
2,747

計画
P.41

協働

　会員の増加に伴い、アドバイザーを
  増員
   3名→4名

地域子育て支援事業 12,391 7,963
都支出金

計画
P.41

　私立原町みゆき保育園で新規実施
   育児不安等の相談・援助などを行う

健康部　　　　16事業
(平成15年度所管福祉部  ７事業)
(平成15年度所管衛生部  ９事業)

 

 

住宅改修費助成（一人暮らし
高齢者への助成）

49,891 24,945
都支出金

  浴槽改修助成等の規模拡充
　 浴槽改修助成　100件 → 130件
　 便器改修助成　 20件 →  30件

いきいきハイキング 2,326
1,939

都支出金
1,159
諸収入
780

協働

  場所の選定や企画、引率などを、
　区内のハイキング愛好団体との
　協働で実施

補聴器の支給 7,315 3,657
都支出金

  支給規模の拡充
　 補聴器　　250個 → 300個
　 検　査　　 45回 →  48回

高齢者在宅サービスセンター
の管理運営

194,355

12
使用料及び

手数料
10

諸収入
2

・痴呆性高齢者デイホーム事業の充実
　 定員増　北山伏　10人→20人(平成16年4月から)
   新規実施　各10人
　　　　　細工町、百人町（平成16年7月から)
　　　　　若葉、中落合（平成16年9月から)

・浴室・トイレ増設等施設整備を実施
　 細工町、若葉、中落合の各センター

特別養護老人ホーム等建設
事業助成

125,886 125,886
繰入金

計画
P.47

  平成18年３月開設予定の特別養護老
　人ホーム等建設事業への新規助成
　 市谷砂土原町3-17-1
　 入所定員 100人
　 運営主体 社会福祉法人「大三島育徳会」
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

いきいき福祉大作戦 1,335 667
都支出金

計画
P.45

協働

  新たに「いきいきメイクアップ教室」を
　実施
　 高齢女性対象のメイクアップ教室
　 日本美容専門学校との協働により実施
　 4回

在宅介護支援センターの充
実

179,398

62,768
使用料及び

手数料
10,934

都支出金
51,834

計画
P.48

・基幹型（区役所）
　 ケアプラン評価会及びケアマネジャー学習会
   の新規実施
　 介護予防冊子の新規作成
　
・地域型
　 実施事業の充実(新規実施)
   ・虚弱高齢者に対する介護予防プランの作成
　 ・地域見守りネットワークの整備
　 原町ホーム、高田馬場、聖母ホーム、大久保、
　 住吉町、西新宿、若葉、中落合の各センターで
　 職員を増員(各2名→3名)

感染症まん延防止対策の推
進

3,494 837
国庫支出金

  感染症予防基盤の整備充実
　 診査協議会　1回→2回
　 疫学調査等検査の充実
　 感染防護用装備セット配備

予防接種 217,440
27,607
都支出金
9,912
諸収入
17,695

  高齢者のインフルエンザ予防の充実
　 インフルエンザ予防接種の接種票を
　 65歳以上の対象者全員に送付

がん検診 483,097

1,665
使用料及び

手数料
44

都支出金
1,621

  乳がん検診にマンモグラフィ（乳房
　エックス線）検査を導入
　 問診・視触診に加えて実施し、
　 検診の精度向上を図る

歯周疾患検診 22,458

3,212
使用料及び

手数料
578

国庫支出金
1,317

都支出金
1,317

  歯周疾患検診対象者アンケート調査
　の実施
　 かかりつけ歯科医の有無等現状の分析
　 を行い、受診率の向上及びかかりつけ
   歯科医の普及・定着を図る

 

88 

   



 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

人と猫との調和のとれたまち
づくり

3,558 0

  地域におけるねこ対策(去勢・不妊
　手術費助成)の充実
　 助成額
　 飼い主のいる猫  　雄 2,500円 雌 4,000円
　 飼い主のいない猫　雄 2,500円 → 3,000円
　　　　             雌 4,000円 → 5,000円
　 助成規模
　 合計　540件→760件

その他法令に基づく事務 1,535 10
使用料及び

手数料

  新たにプールのレジオネラ属菌検査
　を実施
   40検体

健康相談事業（区民健康セン
ター）

35,540

7,301
使用料及び

手数料
5,485

国庫支出金
908

都支出金
908

  区民健康センター実施の日曜健診
　及びがん検診を充実
　 5日→6日

精密検査事業 96,699 10,426
使用料及び

手数料

  新たに「ヘリカルＣＴ肺がん検査」
　を実施
　 1日2人　145日

アレルギー疾患等健康相談
事業

1,669 1,626
諸収入

計画
P.43

  小児対象の集団指導を充実
　 4回→6回　延べ240人→280人
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

環境土木部　　　15事業

繁華街クリーンアップ作戦 41,793 41,793
都支出金

 
  緊急地域雇用創出特別補助事業を
　活用し、事業規模を拡大
　 繁華街の路上清掃
   新宿駅東口周辺地域、高田馬場駅周辺
　 12人　午前9時～12時 午後1時～5時
　 月曜日～土曜日(水曜日を除く)、祝日

ごみ入れ兼灰皿の撤去等（ポ
イ捨て防止ときれいなまちづく
りの推進）

23,394 0
計画
P.64

 
  歩きたばこ防止のため、ごみ入れ兼
　灰皿の撤去等を実施
　 新宿駅及び高田馬場駅周辺

リサイクル活動団体への支援
(資源の回収)

70,380 0
計画
P.65

 
  集団回収の充実
　 リサイクル活動団体への支援
　 310団体→398団体

区民緑化の推進（緑化意識の
啓発）

4,276 500
諸収入

計画
P.58

協働

・緑化推進コミュニティ事業の実施
　 常設プランター、植栽等の整備を町会等
　 コミュニティ団体との協働で実施
　
・みどりの協力員制度の発足
　 区民との協働を推進するための
　 コーディネーター役の発掘・育成

屋上等緑化の推進（空中緑
花都市づくり）

911 0

計画
P.59

協働

 
  建築物緑化モニター制度の発足
　 屋上緑化、壁面緑化等の効果、費用、
　 将来性などを区民等との協働で検討

放置自転車対策の推進（自
転車駐車場・保管場所の維
持管理）

131,153 82,080
使用料及び

手数料

 
  放置自転車対策の強化
　 撤去自転車管理・返還システムの導入
　 保管期間の短縮　60日→45日

放置自転車対策の推進（撤
去及び啓発活動）

79,343
33,540
都支出金
33,480
諸収入

60

計画
P.57

 
  放置自転車対策の強化
　 保管期間短縮による撤去業務委託の増
　 緊急地域雇用創出特別補助事業活用による
   指導員配置の拡大
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

サポーター制度による街路樹
再整備

2,294 0

計画
P.59

協働

 
  サポーター制度の充実
　 2路線→15路線
　 清掃用具の貸出、活動表示板作成等

路面下空洞調査 16,205 0
計画
P.56

 
  空洞調査の本格実施
　 14km→68km

道路の改良 248,034 0
計画
P.56

 
  改良規模の拡充
　 舗装工　7,564㎡→9,198㎡
　 集水工　1,553ｍ→1,740ｍ

道路の清掃 139,891 249
諸収入

 
  清掃規模の拡充
　 歌舞伎町ヤングスポット
   及び高田馬場駅前広場
　 ごみ入れ兼灰皿撤去後のフォロー

人とくらしの道づくり 2,400 0

計画
P.56

協働

 
  道路整備基本設計等の実施
　 地域住民との協働による道づくり
   新宿一・二丁目地区

やすらぎの散歩道整備 2,136 0

計画
P.56

協働

 
  教育委員会と連携し、地域の案内板
　を作成・設置
　 中之橋、西江戸川橋、石切橋
　 (地元企業とのタイアップを模索、協働を図る)

街路灯の維持管理 139,572 0

 
  街路灯の照度アップ
　 約40基分
　 商店街　250Ｗ→400Ｗ
　 細街路　80Ｗ・100Ｗ→250Ｗ

橋りょうの震災対策 32,507 0
計画
P.57

 
  落橋防止及び補修工事規模の拡充
　 1橋→3橋
　 新落合橋、落合橋、寺済橋
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

都市計画部　　　２事業

神楽坂地区の整備推進 2,417
1,500

国庫支出金
1,000

都支出金
500

計画
P.60

協働

 
  神楽坂路地(石畳)案内サインの設置
　 地元組織・ＮＰＯとの協働により実施

新宿駅東口地区の整備推進 22,101 6,000
国庫支出金

計画
P.64

  新宿駅周辺地区整備計画調査の実施等
   調査委託等

教育委員会     14事業

教育センターの管理運営 48,845 0

  教育相談及び心理職の小学校派遣を
　充実
　 心理職非常勤職員の増員
   小学校派遣　3名→6名

救急救命講習（その他指導
費）

300 0
  中学校生徒(３年生)の救急救命講習
　を充実
　 300人→600人

小・中連携教育実践協力校
（その他指導費）

476 0

  四谷地区の充実に加え、新たに戸塚
　地区で実施
　 四谷地区(2校→5校)
　 四谷第三小学校、四谷第四小学校、
　 四谷第六小学校、花園小学校及び
　 四谷中学校
   戸塚地区(新規:3校)
　 戸塚第一小学校、戸塚第二小学校及び
　 戸塚第一中学校

外国人英語教育指導員の配
置

27,585 0
計画
P.53

　小学校モデル校の拡充実施等指導員
　配置を充実
　 小学校モデル校　6校 59クラス

　   年間 5時間/1クラス→20時間/1クラス
   総配置時間 4,045時間→4,995時間

特色ある学校づくり 32,314 0
計画
P.51

　総合的な学習の時間の運営及び校内
　研修を充実
　 国際理解教室及びモデル校事業を統合し、
　 特色ある教育活動を充実
　 校内研修の講師を充実
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 拡充事業 単位：千円

拡 充 事 業 名 予 算 額 特定財源 種別 説 明
 

コンピュータ利用教育の推進 147,263 8,928
都支出金

計画
P.51

・緊急地域雇用創出特別補助事業を活
　用し、ＬＡＮ運用サポート及び操作
　指導等の支援を委託実施

・教員対象ＩＴスキルアップ研修の充実

小学校施設整備（校舎整備） 301,115
121,607
国庫支出金

7,878
繰入金
113,729

計画
P.52

　小学校特殊事情校の普通教室の空調
　化を実施
　 4校

小学校施設整備（震災対策） 417,234 18,941
国庫支出金

計画
P.52

　東戸山小学校Ｃ棟改築等震災対策を
　実施
　 工事 2校　設計 3校

中学校施設整備（校舎整備） 360,438 97,222
繰入金

計画
P.52

　中学校１・２年生の普通教室の空調
　化を実施
　 9校

校庭スポーツ開放 10,252 3,206
使用料及び

手数料

　戸塚第一中学校の夜間開放を拡充
　 7箇月→12箇月

図書館の管理運営 299,891 644
諸収入

・図書貸出のインターネット予約を
  開始
・子ども読書活動推進のため児童書
  購入費を拡充

身体障害者に対する配本
サービス

625 0 協働
　ボランティアによる図書館資料の
　配本サービスを充実
　 ボランティア 22名→47名

博物館友の会 897 0

計画
P.54

協働

  こども友の会「わくわく歴史調査隊」に引
　き続き、一般成人対象の博物館友の会
　を結成
　 会費 1,000円　100名の登録を予定

野球場・庭球場の維持管理 54,451 24,112
使用料及び

手数料

  西戸山野球場、落合中央野球場・庭
　球場の冬季の利用時間を拡大
　 12月～2月の金・土・日曜日及び祝日
　 計40日 2時間延長

合　　　　　　計 8,013,908 2,821,660 ７９事業
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Ⅶ 主な事務事業の見直し
主な事務事業の見直し 単位：千円

事 務 事 業 名 削 減 額 説 明

議会事務局

議会活動(議員報酬) △ 7,420

議員報酬の一部返上
   議長10%、副議長5%、議員(監査)3%、委員長・
  副委員長・議員2%

議会活動 △ 3,635

･本会議会議録等作成経費の実績精査
･交際費の見直し
・議員図書室図書整理委託の廃止(職員対応)

企画部

ビデオ広報等の製作 △ 1,720 ビデオ広報製作委託契約見直し

総務部

総務部の管理運営 △ 2,982 交際費及び報償費の見直し

職員保養所の管理運営 △ 11,235
職員保養所晴山荘廃止（平成16年８月末閉鎖）
＜平年度化：△25,013＞

地区青少年育成委員会活動へ
の援助 △ 6,307 青少年育成活動ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ（非常勤）２名削減

庁舎の維持管理 △ 154,962 四谷庁舎賃貸借廃止

区民部

区民センターの管理運営 △ 110,441 施設管理委託契約見直し、光熱水費の削減等

区民保養所の管理運営 △ 1,265 施設管理委託契約見直し

区民健康村の管理運営 △ 1,699 施設管理委託契約見直し

新宿文化・国際交流財団に対
する業務委託 △ 36,204 光熱水費の削減、利用料金減免制度見直し等

産業会館の管理運営 △ 7,355 施設管理委託契約見直し  
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主な事務事業の見直し 単位：千円

事 務 事 業 名 削 減 額 説 明
 

福祉部

障害者福祉センターの管理運
営 △ 2,052 施設管理委託契約見直し

心身障害者福祉作業所の管理
運営 △ 1,105 施設管理委託契約見直し

誕生祝品の支給 △ 2,938 祝品単価の見直し（経過措置終了）

保育所の管理運営 △ 4,514
･施設管理委託契約見直し
･寝具購入等見直し（レンタルへ移行）

児童館の管理運営 △ 14,243 施設管理委託契約見直し

健康部（福祉部）

西早稲田ふれあいプラザの管
理運営 △ 1,819 施設管理委託契約見直し等

授産場の管理運営 △ 19,471 授産場の廃止（高齢者作業所へ移行）

ことぶき館の管理運営 △ 4,449 施設管理委託契約見直し

老人保健医療事務 △ 57,092 事務取扱手数料等単価見直し

特別養護老人ホームの管理運
営 △ 161,867 経営改善等管理運営費の見直し

高齢者在宅サービスセンターの
管理運営 △ 246,585 経営改善等管理運営費の見直し

在宅介護支援センターの管理
運営 △ 8,310 経営改善等管理運営費の見直し

高齢者福祉手当 △ 24,694
平成12年度より1/4ずつ減額し、平成14年度を
もって事業終了（15年５月期の支払いで終了）

健康部（衛生部）

がん検診 △ 11,232 一部自己負担の導入（経過措置２年目）

一般健康診査 △ 1,186 一部自己負担の導入（経過措置２年目）等  
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主な事務事業の見直し 単位：千円

事 務 事 業 名 削 減 額 説 明
 

成人健康診査 △ 1,904 一部自己負担の導入（経過措置２年目）

精密検査事業 △ 3,198
・業務委託単価見直し
・一部自己負担の導入（経過措置２年目）

休日急患対策事業 △ 1,060 業務委託単価見直し

訪問看護ステーション事業 △ 3,206 看護師（非常勤）１名削減

環境土木部

測定調査 △ 3,472 市谷測定局廃止

収集車両の更新 △ 24,150 更新計画の見直し（作業車両４台減）

収集車両の雇上 △ 38,179 車種の見直し

中継車両の雇上 △ 8,298 搬出車両１台減

自転車駐車場・保管場所の維
持管理 △ 14,043

・返還手数料の見直し及び保管期間短縮
・業務委託単価見直し等

道路占用許可事務等 △ 153,738 道路占用料の改定

屋外広告物許可及び是正事務 △ 4,270 屋外広告物許可手数料の改定

道路の清掃 △ 44,552 ごみ入れ容器撤去による美化清掃委託費の減

街路樹・植樹帯の維持管理 △ 5,294 植樹帯清掃委託見直し

河川の維持管理 △ 2,300 しゅんせつ等委託見直し

公園及び児童遊園等の維持管
理 △ 21,840

・公園使用料の改定
・維持補修工事費及び清掃委託見直し  
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主な事務事業の見直し 単位：千円

事 務 事 業 名 削 減 額 説 明
 

都市計画部

区営住宅の管理運営 △ 8,326

･施設管理委託契約見直し
・光熱水費の削減
・借上賃料の見直し

事業住宅の管理運営 △ 2,864

･施設管理委託契約見直し
・光熱水費の削減
・借上賃料の見直し

教育委員会

教育研究調査員報酬等 △ 9,843 教育研究調査員（非常勤）３名削減

つくし教室 △ 3,131 教育研究調査員（非常勤）１名削減

職員の健康管理 △ 5,033 検診委託契約単価見直し

小学校の管理運営
中学校の管理運営 △ 13,189 光熱水費の削減

給食調理非常勤職員の報酬等
（小学校・中学校） △ 36,344 給食調理業務委託に伴う臨時職員の減

学童交通安全指導員の活動 △ 2,967 非常勤職員１名削減

総合体育館２号館の管理運営 △ 2,500 光熱水費の削減

社会教育会館・ギャラリーオー
ガード“みるっく”の管理運営 △ 10,926 施設管理委託契約見直し

図書館の管理運営 △ 6,872 施設管理委託契約見直し

歴史博物館の管理運営 △ 3,686 施設管理委託契約見直し

その他(共通)

時間外勤務手当 △ 81,676 見直し再配分

区長等報酬 △ 4,716 報酬の一部返上

合計 △ 1,428,359  
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平成１６年度予算の見積りについて（依命通達） 

 

地方分権の潮流はようやく、税財政制度に到達しようとしている。 

区は基礎的自治体として、自らの責任と判断で、分権時代を切り拓く力を備えな

ければならない。 

国の唱える三位一体改革や都の第二次財政再建推進プランは、今後、自律的な行

財政運営を進めていくうえで、区の新たな試練となることを示唆している。 

区財政は、財政健全化に向けた取組みにより、平成１２年度の決算以来３年連続

で実質単年度収支が黒字となるなど、一定の改善を見ている。 

しかし、１４年度決算では、前年度に比べ一般財源が大幅に減少している。 

また、日本経済は景気の低迷を抜け出すことができず、未だ先行きが不透明な状

況にあり、景気回復を頼みとした展望は持てない。 

かかる状況の中では、引き続き内部管理経費の徹底した縮減を行うとともに、限

りある資源の活用について、区民の理解を得つつ、あれかこれかを選択していかな

ければならない。施設の更新等将来需要も考えれば、更なる改革を積み重ねていく

他に途はない。合わせて、区内部の分権化を進め、より柔軟に区民の期待に応え得

る体制を築く必要がある。 

平成１６年度は第三次実施計画と行財政改革計画の仕上げの年度である。 

「新宿新時代の創造」に向け、区民と共に歩む区政を実現するため、現下の区の

重要課題である少子高齢社会への対応及び安全で安心なまちづくりに果敢に取り

組むとともに、「ヒト」「ハコ」「シゴト」の再構築を着実に進めなければならな

い。 
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地域資源を可能な限り活用し、費用対効果を高め、画一的な行政サービスから脱

皮していくこと。行政内部の分権を進め、区政を区民にとって身近でわかりやすく

するとともに、現場職員の創意工夫が生きる仕組みをつくること。そして、財源配

分や組織・職員の配置を見直し、真に必要なところに、資源を重点的に配分してい

くことが今求められている。 

したがって、平成１６年度予算は、多様な活動主体との協働、内なる分権の推進、

そして、資源の適正な再配分を通して、より効果的かつ効率的な区政運営を図る予

算として編成する。 

 よって、予算の見積りにあたっては、区民への説明責任が十分果たされるよう、

すべての事務事業にわたり、その効果・効率性を点検し、下記の事項に留意のうえ、

別に定める期日までに見積書を提出されたい。 

 この旨、命によって通達する。 

 

記 

 

１ 全ての事務事業について、その実績と成果を点検し、より効果的・効率的なも

のに再構築すること。 

２ 「協働」への取組みについては、別に示す「平成１６年度協働事業の取組みに

ついて」に基づき積極的な推進を図ること。 

３ 実施計画事業については、計画の趣旨を踏まえ、事業目標の達成に向け、適切

な見積りを行うこと。 

４ 事務事業の見直しについては、「行財政改革計画」の考え方を踏まえ、事業の

あり方やその実施体制など根本的な見直しを行うこと。 

  また、過去の決算状況の分析を十分に行い、コストの縮減を図ること。 

５ 内部管理経費については、改めて、より一層の創意工夫を凝らし、徹底した削

減を行うこと。 

６ 「アクション０４」部長枠事業については、職員の英知を結集し、積極的な活

用を図ること。 

７ 新規・拡充事業の要求に当たっては、事業の必要性を厳しく見極めるとともに、

既定事業の抜本的見直しを行うなど、スクラップ・アンド・ビルドを前提とする
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こと。 

  また、新規事業については、期限を設定することとし、既定事業についても、 

目的やその効果を踏まえ事業の終期を明記すること。 

８ 施設整備等については、必要性、緊急性、優先度、経済性などの観点から十分

な検討を行うとともに、関係部課との調整を図った上で、所要の額を見積ること。 

  特に、工事費積算については、特段の精査を行うこと。 

  なお、施設建設費に併せて、完成後の維持管理経費を算定し、後年度負担が最

も少なくなるよう考慮すること。 

９ 国及び都補助事業については、その予算編成の動向に留意し、確実な財源確保

に努めるとともに、より的確な経費を見積ること。 

  特に、国・都支出金の減により一般財源額が増となる場合は、安易な一般財源 

 による補てんを行わず、事業実施方法等の見直しにより対処すること。 

  また、地方分権推進計画等に基づく財源措置の変更については、その影響額を

的確に把握すること。 

10 区出資の財団・公社等については、収入の確保及び事業の効率化を図るなど経

営努力をより一層促すとともに、事業計画を十分精査の上、補助及び委託の内容、 

 方法等を見直し、所要の経費を見積ること。 

11 施設の管理費については、施設管理契約の仕様等委託内容の見直しを引き続き

行い、契約実績の検証に基づき管理運営費の更なる圧縮を図ること。 

12 省資源、省エネルギーについては、ＩＳＯ１４００１による環境マネジメント 

 システムを確実に推進するうえからも、その徹底を図り経費の削減に努めること。     

13 情報システム関係経費については、区民サービスの向上及び事務事業の簡素効 

 率化の観点から、その必要性、利用状況、費用対効果、安全性を十分検討の上、

適切な対応を図ること。 

14 職員定数については、「行財政改革計画」の削減目標の実現を図るとともに、

民間活力の積極的な導入を進めるなど、事務事業の見直しを行い、定数の削減に

努めること。 

  また、再任用制度を有効に活用すること。 

15 受益者負担の適正化を含め、財源の的確な捕そくを行い、極力収入増加を図る 

 よう努めること。 
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  また、区税及び保険料等収入については、増収計画に基づき引き続き徴収努力 

 を行い、収入の確保に努めること。 

16 経費については、次に定めるところにより見積ること。 

 （１）一次経費 

   ア 人件費、公債費    別に定める基準により、所要額を見積ること。 

   イ 新規事業        上記７により、所要額を見積ること。 

ウ 拡充事業        上記７により、所要額を見積ること。 

エ  上記以外の経費    新規・拡充事業とあわせて、一般財源充当目途 

額の範囲内で所要額を見積ること。 

  （２）二次経費 

   ア 計画事業        計画事業内示額を上限として、所要額を見積る 

こと。 

   イ 「アクション０４」部長枠事業 

別に定める基準により、所要額を見積ること。      

    ウ 施設整備等      上記８により、所要額を見積ること。 

     なお、別表に掲げる経費については、引き続き特段の削減努力を行うこと。  
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 別表 

    

 

１ 会議費     打合せ会・懇談会・式典等の飲食に要する経費は、原則と 

         して計上しないこと。 

 

２ 近接地外旅費  目的・必要性を精査し、真に止むを得ない経費を除き削減 

         すること。 

 

３ イベント経費  開催回数・内容について、十分精査し削減すること。 

 

４ ＰＲ関係経費  ポスター・チラシ等、目的・必要性を精査し削減すること。 

 

５ 施設維持管理経費 

（１）光熱水費      施設の省エネルギー対策に留意し削減すること。 

（２）装飾植木等賃貸借  原則として計上しないこと。 

 

６ 事務管理経費  消耗品・印刷製本費・備品購入費・タクシークーポン券購 

入費等、十分精査し削減すること。 

 

７ 時間外勤務手当 事務事業の執行に工夫を凝らし削減すること。 
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【各会計当初予算総括表】
(単位:千円）

                          年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

      会    計 予算額 予算額 増減額 増減率

一 般 会 計 110,116,532 103,813,835 6,302,697 6.1%

国民健康保険特別会計 27,875,330 26,740,281 1,135,049 4.2%

老 人 保 健 特 別 会 計 23,621,557 23,401,082 220,475 0.9%

介 護 保 険 特 別 会 計 14,730,972 13,292,755 1,438,217 10.8%

合 計 176,344,391 167,247,953 9,096,438 5.4%
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【一般会計歳入予算款別総括表】 (単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 特 別 区 税 34,059,385 30.9% 34,820,219 33.5% △ 760,834 △2.2%

2 地 方 譲 与 税 641,697 0.6% 586,266 0.6% 55,431 9.5%

3 利 子 割 交 付 金 477,618 0.4% 543,550 0.5% △ 65,932 △12.1%

4 配 当 割 交 付 金 119,804 0.1% 119,804 皆増

5 株式等譲渡所得割交付金 74,665 0.1% 74,665 皆増

6 地 方 消 費 税 交 付 金 7,961,755 7.2% 7,221,698 7.0% 740,057 10.2%

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 660,040 0.6% 610,733 0.6% 49,307 8.1%

8 地 方 特 例 交 付 金 2,570,430 2.3% 2,622,268 2.5% △ 51,838 △2.0%

9 特 別 区 交 付 金 20,049,000 18.2% 20,041,000 19.3% 8,000 0.0%

10 交通安全対策特別交付金 68,892 0.1% 66,340 0.1% 2,552 3.8%

11 分 担 金 及 び 負 担 金 1,920,436 1.7% 1,946,023 1.9% △ 25,587 △1.3%

12 使 用 料 及 び 手 数 料 4,586,436 4.2% 4,398,860 4.2% 187,576 4.3%

13 国 庫 支 出 金 15,690,974 14.2% 14,928,140 14.4% 762,834 5.1%

14 都 支 出 金 5,952,447 5.4% 5,966,708 5.7% △ 14,261 △0.2%

15 財 産 収 入 830,546 0.8% 726,283 0.7% 104,263 14.4%

16 寄 附 金 66,295 0.1% 68,614 0.1% △ 2,319 △3.4%

17 繰 入 金 3,433,185 3.1% 5,764,634 5.6% △ 2,331,449 △40.4%

18 繰 越 金 100,000 0.1% 100,000 0.1% 0 0.0%

19 諸 収 入 2,609,627 2.4% 2,336,699 2.3% 272,928 11.7%

20 特 別 区 債 8,243,300 7.5% 1,065,800 1.0% 7,177,500 673.4%

歳 入 合 計 110,116,532 100% 103,813,835 100% 6,302,697 6.1%
構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【一般会計歳出予算款別総括表】 (単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 議 会 費 730,292 0.7% 759,753 0.7% △ 29,461 △3.9%

2 総 務 費 8,881,350 8.1% 9,621,623 9.3% △ 740,273 △7.7%

3 区 民 費 10,664,811 9.7% 10,343,334 10.0% 321,477 3.1%

4 産 業 経 済 費 2,008,105 1.8% 1,969,133 1.9% 38,972 2.0%

5 福 祉 費 32,906,045 29.9% 40,000,349 38.5% △ 7,094,304 △17.7%

6 健 康 費 12,282,267 11.2% 12,282,267 皆増

7 環 境 費 7,705,917 7.0% 8,066,171 7.8% △ 360,254 △4.5%

8 土 木 費 9,232,504 8.4% 8,768,794 8.4% 463,710 5.3%

9 教 育 費 12,309,889 11.2% 12,135,238 11.7% 174,651 1.4%

10 公 債 費 12,679,017 11.5% 6,379,542 6.1% 6,299,475 98.7%

11 諸 支 出 金 566,335 0.5% 5,859 0.0% 560,476 9566.1%

12 予 備 費 150,000 0.1% 150,000 0.1% 0 0.0%

(衛            生             費) 5,614,039 5.4% △ 5,614,039 皆減

歳 出 合 計 110,116,532 100% 103,813,835 100% 6,302,697 6.1%
構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります  
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【国民健康保険特別会計歳入予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 国 民 健 康 保 険 料 10,171,365 36.5% 9,965,798 37.3% 205,567 2.1%

2 一 部 負 担 金 2 0.0% 2 0.0% 0 0.0%

3 使 用 料 及 び 手 数 料 604 0.0% 604 0.0% 0 0.0%

4 国 庫 支 出 金 8,977,962 32.2% 8,598,837 32.2% 379,125 4.4%

5 療 養 給 付 費 等 交 付 金 2,811,531 10.1% 2,647,581 9.9% 163,950 6.2%

6 都 支 出 金 231,558 0.8% 288,010 1.1% △ 56,452 △19.6%

7 共 同 事 業 交 付 金 660,339 2.4% 540,816 2.0% 119,523 22.1%

8 財 産 収 入 5 0.0% 7 0.0% △ 2 △28.6%

9 繰 入 金 4,955,909 17.8% 4,619,364 17.3% 336,545 7.3%

10 繰 越 金 20,298 0.1% 19,470 0.1% 828 4.3%

11 諸 収 入 45,757 0.2% 59,792 0.2% △ 14,035 △23.5%

歳 入 合 計 27,875,330 100% 26,740,281 100% 1,135,049 4.2%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【国民健康保険特別会計歳出予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 694,996 2.5% 710,567 2.7% △ 15,571 △2.2%

2 保 険 給 付 費 17,365,162 62.3% 16,333,426 61.1% 1,031,736 6.3%

3 老 人 保 健 拠 出 金 7,401,401 26.6% 7,656,704 28.6% △ 255,303 △3.3%

4 介 護 納 付 金 1,605,243 5.8% 1,353,535 5.1% 251,708 18.6%

5 共 同 事 業 拠 出 金 625,321 2.2% 503,734 1.9% 121,587 24.1%

6 保 健 事 業 費 12,908 0.0% 12,844 0.0% 64 0.5%

7 諸 支 出 金 20,299 0.1% 19,471 0.1% 828 4.3%

8 予 備 費 150,000 0.5% 150,000 0.6% 0 0.0%

歳 出 合 計 27,875,330 100% 26,740,281 100% 1,135,049 4.2%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
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【老人保健特別会計歳入予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 支 払 基 金 交 付 金 16,238,776 68.7% 16,776,406 71.7% △ 537,630 △3.2%

2 国 庫 支 出 金 4,868,467 20.6% 4,362,139 18.6% 506,328 11.6%

3 都 支 出 金 1,217,117 5.2% 1,090,535 4.7% 126,582 11.6%

4 繰 入 金 1,267,117 5.4% 1,140,535 4.9% 126,582 11.1%

5 繰 越 金 309 0.0% 91 0.0% 218 239.6%

6 諸 収 入 29,771 0.1% 31,376 0.1% △ 1,605 △5.1%

歳 入 合 計 23,621,557 100% 23,401,082 100% 220,475 0.9%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【老人保健特別会計歳出予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 医 療 諸 費 23,571,240 99.8% 23,350,983 99.8% 220,257 0.9%

2 諸 支 出 金 317 0.0% 99 0.0% 218 220.2%

3 予 備 費 50,000 0.2% 50,000 0.2% 0 0.0%

歳 出 合 計 23,621,557 100% 23,401,082 100% 220,475 0.9%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
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【老人保健特別会計歳入予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 支 払 基 金 交 付 金 16,238,776 68.7% 16,776,406 71.7% △ 537,630 △3.2%

2 国 庫 支 出 金 4,868,467 20.6% 4,362,139 18.6% 506,328 11.6%

3 都 支 出 金 1,217,117 5.2% 1,090,535 4.7% 126,582 11.6%

4 繰 入 金 1,267,117 5.4% 1,140,535 4.9% 126,582 11.1%

5 繰 越 金 309 0.0% 91 0.0% 218 239.6%

6 諸 収 入 29,771 0.1% 31,376 0.1% △ 1,605 △5.1%

歳 入 合 計 23,621,557 100% 23,401,082 100% 220,475 0.9%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【老人保健特別会計歳出予算款別総括表】
(単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 医 療 諸 費 23,571,240 99.8% 23,350,983 99.8% 220,257 0.9%

2 諸 支 出 金 317 0.0% 99 0.0% 218 220.2%

3 予 備 費 50,000 0.2% 50,000 0.2% 0 0.0%

歳 出 合 計 23,621,557 100% 23,401,082 100% 220,475 0.9%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります
 



 

【介護保険特別会計歳入予算款別総括表】
(単位:千円)

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 介 護 保 険 料 2,172,511 14.7% 2,165,090 16.3% 7,421 0.3%

2 使 用 料 及 び 手 数 料 3 0.0% 3 0.0% 0 0.0%

3 国 庫 支 出 金 3,532,499 24.0% 3,163,939 23.8% 368,560 11.6%

4 支 払 基 金 交 付 金 4,476,701 30.4% 4,010,597 30.2% 466,104 11.6%

5 都 支 出 金 1,750,233 11.9% 1,567,843 11.8% 182,390 11.6%

6 財 産 収 入 217 0.0% 221 0.0% △ 4 △1.8%

7 繰 入 金 2,791,779 19.0% 2,378,754 17.9% 413,025 17.4%

8 繰 越 金 4,679 0.0% 4,148 0.0% 531 12.8%

9 諸 収 入 2,350 0.0% 2,160 0.0% 190 8.8%

歳 入 合 計 14,730,972 100% 13,292,755 100% 1,438,217 10.8%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります

【介護保険特別会計歳出予算款別総括表】 (単位:千円）

年    度 平成16年度 平成15年度 比較増減

款別内訳 予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 672,516 4.6% 691,331 5.2% △ 18,815 △2.7%

2 保 険 給 付 費 13,989,691 95.0% 12,533,116 94.3% 1,456,575 11.6%

3 財政安定化基金拠出金 13,869 0.1% 13,939 0.1% △ 70 △0.5%

4 基 金 積 立 金 215 0.0% 219 0.0% △ 4 △1.8%

5 諸 支 出 金 4,681 0.0% 4,150 0.0% 531 12.8%

6 予 備 費 50,000 0.3% 50,000 0.4% 0 0.0%

歳 出 合 計 14,730,972 100% 13,292,755 100% 1,438,217 10.8%

構成比は項目単位で四捨五入しているため合計と合わないことがあります  
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